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はじめに 
 

 

 

本県では、本格的な人口減少社会の時代に対応するため、さらに一歩進んでＮ

ＰＯと企業、行政等多様な主体が、互いを理解し、それぞれの強みや特性を活か

して協働することにより、さまざまな社会の課題や地域の課題を解決できるよう、

平成２４年３月、大分県におけるＮＰＯとの協働指針「心の通いあう地域づくり

のための協働指針～互いに支えあう心豊かな大分県を目指して～」を策定し、誰

もが安全に安心して心豊かに暮らせる活力ある大分県を目指しています。 

この多様な主体による協働を進める上で、行政とＮＰＯの協働は依然として大

きな部分を占めています。 

しかしながら、その協働の手続や進め方について、お互いによく理解できてい

ない部分も多いため、今後、行政とＮＰＯの協働をさらに進めるうえで役立つよ

うな、実用的なマニュアルを作成することとしました。 

このマニュアルでは、協働が初めての方でも「読みやすい」、「わかりやすい」、

「使いやすい」表現を心がけています。 

構成は、第Ⅰ章で「協働の定義や必要性」などの協働に関する基礎的な知識を、

第Ⅱ章では「行政、主に県職員を対象として、委託事業を例にした協働事業の具

体的な進め方」を、第Ⅲ章では「ＮＰＯを対象として、同じく委託事業を例とし

た協働事業の具体的な進め方」を説明しています。 

また、委託事業で実際に活用できるような様々な様式例等も掲載しています。 

このマニュアルが、みなさまの事業実施の一助となり、地域において新たな協

働が拡大していくことを願っています。 

 

                                    令和２年２月 

 

 

 

 

 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）協働の定義 

「協働」という言葉には、全国的に統一された定義はありません。 

県では「心の通いあう地域づくりのための協働指針」において、協働 を次のように定義しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 協働とは？ 

 

「協働」は、「経験や立場、価値観等が異なるものが、共通の目的や目標に向かって、

対等な関係で協力して取り組む」場合に多く使われます。 

一方、「共同・協同」は、「比較的同じような立場や背景を持つものが力を合わせる」

場合によく使われます。 

ポイント 

 

 

ＮＰＯ、企業、行政等の多様な主体が、 

それぞれの特性を活かし、 

対等な立場で共通の目的を達成するために協力すること 

『 協働 』 とは 

各主体の連携 

情報開示・

協働 

支援（寄附等）・ 

協働 

情報開示・

協働 

支援・協働 

【強 み】 
・先駆性、柔軟性 

・専門性 

・使命感 等 

ＮＰＯ等 

協 働 

協 働 【強 み】 
 ・信頼性 

・資金 

・人材 等 

行 政 【強 み】 
 ・資金、資材 

・人材 

・技術、ノウハウ 等 

企 業 

Ⅰ 協働について（基礎編） 
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（２）協働の必要性 

協働は、どうして必要なのでしょう。 

社会経済情勢の複雑化や人々の価値観の多様化などにより、地域では次のような課題が生じています。 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ、企業、行政等が、それぞれに持つ特性や資源（資金や資材、人材、技術、情報、ネットワーク等）

を適切に組み合わせ、互いの強みを活かし合うことで、相乗効果が生まれこれらの課題解決が可能になるので

す。 

県がめざす「互いに支えあい心豊かに暮らせる地域づくり」において協働が果たす役割は、今後ますます大

きくなるでしょう。 

 

（３）協働の効果 

県民にとって、期待される効果は次のとおりです。 

① 地域や県民の個別ニーズにきめ細やかに対応した公益的サービスを受けることが期待できる。 

② 行政への関心が高まり、自ら地域課題の掘り起こしや解決に向けて取り組むことで、県民の意見を反

映した施策の実施につながり、生活の質の向上が期待できる。 

③ 専門性やキャリア、能力、意欲等を活かした生きがいや自己実現の場となり、地域活動が活発になる

ことにより、地域コミュニティの活性化につながる。 

ＮＰＯや企業、行政にとっては、次のような効果が期待できます。 

また、協働を通じて立場の違う相手に接することで、それぞれの主体のものの見方や考え方の幅が広がり、

その後の事業や活動の充実・拡大につながることも期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 公平かつ均一的な従来の行政サービスでは対応しきれない、福祉や環境、子育て

などの様々な分野における社会的ニーズの多様化・複雑化 

◎ 少子高齢化社会の進行による地域コミュニティ機能の低下 

協働の主体別のメリット 

ＮＰＯ 

メリット 
・活動目的が達成できる。 

・社会的な認知や信頼性が高まるとともに、会員や寄附の増加につながる。 

・事業収入が確保される。 

主 体 

企 業 

行 政 

・より社会的ニーズに合致した事業の実施が期待できる。 

・ＮＰＯの特性（柔軟性、先駆性、専門性、機動性、地域性）を活かした効率的で効果

的な事業実施が期待できる。 

・従来から行政が主体的に行ってきた公益的サービスのあり方の見直しや、職員の意識

改革などが期待できる。 

・企業イメージが向上し、地域とのつながりが構築される。 

・社員のボランティアやＮＰＯ活動に対する意識が向上し、ＮＰＯの活動を通じた社会

貢献活動が実施できる。 

・より社会的ニーズに合致した商品やサービスの開発が期待できる。 
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協働は、「対等な関係で共通の目的を達成するための手段」として行われるもので、どちらかが一方的に自分

の立場や意見を押しつけ、やらせるものではありません。 

また、行政がコストの削減を目的として、民間に下請けに出すことでもありません。 

協働を効果的に進めるために、次の５項目に気をつけましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働のルール 

協働の成功のポイントは「コミュニケーション」です。 

それぞれの主体は、立場は違っていても同じ目的を持ついわば「同志」です。 

時間や手間がかかっても情報共有や意見交換を十分に行い、常に到達すべき目的を共

有し、お互いの立場を尊重し、時には折り合いをつけながら、目的を達成することに協

働する意味があります。 

ポイント 

 

《 １ 目的を共有する 》 

協働の主体同士で、協働の目的、目標（できれば数値目標）を十分に協議して決定し、常に共有するこ

とが重要です。 
目的の共有ができていなければ、協働の効果は望めません。 

《 ２ 相手を理解し、尊重する 》 

互いに協働相手の違いを認め、立場や特性を理解し、尊重することにより協働の効果が高まります。 

組織が違えば、当然事業の実施方法や意志決定の過程も異なります。 

自分の立場や考えを一方的に相手に押しつけるだけでは、よりよい協働は期待できません。 

《 ３ 役割を明確にし、共有すると同時に自立する 》 

互いの弱みや限界を理解した上で、それを補うために、それぞれの強みを活かす役割分担が重要です。 
また、分担内容を明確にし、互いに共有すると同時に、相手に依存することなく責任を持ってその役割

を果たす必要があります。 

《 ４ 協働の過程を共有する 》 

協働主体のどちらかが、主導的・一方的に事業を進めるのでは、協働とはいえません。  

事業を「企画」、「実施」、「報告」、「評価」、「改善」していくすべての過程で、十分な情報共有や意見交

換が必要です。 
互いに納得して協働を進めていくことで、事業に取り組む意欲が高まります。 

《 ５ 報告・評価・改善及び公開を行う 》 

事業終了後は、協働の目的や目標の達成状況、協働の効果、手法の妥当性等について報告書を作成しま

す。事業評価を行い、必要な改善策を検討することは、今後のよりよい協働につながります。 
また、事業内容や評価等を公開し、事業の透明性を高めることで、協働主体に対する社会的信頼が高ま

ると同時に、他の協働の参考となり、協働の拡大につながります。 
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経験や立場、価値観が異なる相手と新たに協働するには、従来の枠組みを超えた体制づくりが必要です。 

また、様々な調整や新たな問題解決に、前向きに取り組む姿勢も重要になります。 

 

（１）協働パートナーとの出会い 

協働相手と出会うことで、初めて協働の機会が生まれます。 

地域の活動やイベント、講座や情報交換会、異業種交流会等に積極的に参加して、他の参加者との交流を深

めましょう。 

その際、自分のことを一方的に話すだけでなく、相手の話も興味を持って聞きましょう。思わぬところで協

働の可能性を発見することがあります。 

 

（２）協働の提案 

協働の提案や相談などを積極的に行いましょう。 

また、協働の提案や相談を受ける場合は、「忙しい」や「関係ない」等の“拒否の姿勢”は禁物です。 

「協働する」という前向きな姿勢で、お互いに相手の話を聞きましょう。 

 

（３）実現可能な協働の検討 

協働には、協働主体の特性による様々な制約や、その事業特有の決まりごとがあります。 

「制約があるからできない」ではなく、その制約の中で互いの特性を活かせる効果的な方法を見つけるため

に、お互いに知恵を出し合いましょう。 

そのためにも、情報共有や意見交換は十分に行いましょう。 

 

（４）中間支援組織やコーディネーターの活用 

必要に応じて中間支援組織やコーディネーターなどの第三者の力を借りると、協働がスムーズに進む場合が

あります。 

中間支援組織は、ＮＰＯ情報の提供や相談、調査・研究、ネットワークづくり、人材育成など、ＮＰＯに関

する様々な支援を行っています。（中間支援組織の役割については次ページ参照） 

協働相手に接する前に、協働に必要な情報提供やアドバイス等を受けることもできますので、積極的に活用

しましょう。 

 

（５）協議会等による事業実施 

協働に携わる団体が多い場合は、協議会や実行委員会などを設置して事業に取り組むと、組織的・継続的に

協働を進めることができます。 

そのためには、日頃から互いの特性や強みをよく知り、課題や目的を共有し、協働を担う相手として信頼関

係を構築しておくことが、とても重要です。 

その際には、特定の団体だけが事務局運営や事務処理等で過度な負担を負ったりすることがないような役割

分担をこころがけましょう。 

また、特定の団体だけが主導権を発揮することがないように注意しましょう。 

 

 

３ 協働を生み出すために必要なこと 
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（１）中間支援組織の定義 

中間支援組織については、明確な定義はありませんが、一般的には地域社会の変化やニーズを把握し、人材、

資金、情報などの資源提供者（行政、企業、個人等）とＮＰＯの仲立ちや、人材育成等の活動支援をする組織

を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）中間支援組織の形態  

中間支援は、行政やＮＰＯ、企業などが行っています。 

中間支援組織の形態は、下図の①～③に分類できるでしょう。     

県内では、県が設置し運営を民間に委託している「おおいたボランティア・ＮＰＯセンター（ 下図の② ）」

やめじろん共創応援基金を運営している「公益財団法人 おおいた共創基金（ 下図の③ ）」等があります。 

 

                           

 

 

 

（３）中間支援の主な機能 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（サービスの需要者） 

４ 中間支援組織の役割 

①         ②           ③ 

 
 

設  置 

運  営 

民 間 

民 間 

行 政 

民 間 

行 政 

行 政 

内閣府「中間支援組織の現状と課題に関する調査報告」 

（ＮＰＯ支援組織レポート2002）から抜粋 

ＮＰＯ 
〈資源獲得活動〉 

資源提供者 

（政府、企業、個人等） 

〈サービス供給活動〉 受益者 

（サービスの需要者） 

 

資源仲介、人材育成、 

ﾈｯﾄﾜｰｸ/ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ、 

社会基盤の整備、評価 

中間支援組織 

地域などにおいて、様々なＮＰＯをネットワーク化したり、ＮＰＯ・企業・行政

等の協働を進めるためのコーディネートを行う。 

ＮＰＯが必要とする情報をＮＰＯに提供したり、一般社会に対してＮＰＯに関す

る情報提供を行ったりする。 

機 能 内  容 

情報提供 

資源・技術等の仲介 

人材育成やマネジメント 

能力の向上支援 

ＮＰＯが必要とする資源（資金や資材、人材、技術、情報等）の提供者とＮＰＯ

を結びつける。 
ＮＰＯの自立的組織運営や資金確保できる人材を育成するとともに、自立的運営

を継続していくために必要なマネジメント能力の向上支援を行う。 
ネットワーク化や 

コーディネート 
社会的課題の共有化や 

解決方法の創出 
地域課題の掘り起こしや政策提言等を行う。 
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（１）協働の主な手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 協働の手法 

先駆性や専門性、地域性等

のＮＰＯの特性（13ページ

参照）を活かせるため、多

様な社会的ニーズにきめ細

やかに対応できる。 

企業や行政等が直接実施せ

ず、ＮＰＯに委託して事業

を実施する方法。 

事業に係る責任と成果は、

委託者（企業や行政等）に

帰属する。 

委  託 

補  助 

実行委員会 

・協議会 

 

ＮＰＯの特性を活かすため、Ｎ

ＰＯへの要望や提案は、できる

限り枠組みに留めた内容で行う

ことが望ましい。 

ＮＰＯが下請けにならないよう

に、十分な協議・調整が必要。 

ＮＰＯが主体的に行う公益

性の高い事業を支援するた

め、補助金等を交付する方

法。 

ＮＰＯの自主的な活動が望

めるとともに、財政基盤の

弱いＮＰＯが活動を活性化

させていくことができる。 

行政が取り組んでいない事

業実施や公益的サービスの

提供が期待できる。 

補助は継続的な交付ではないた

め、ＮＰＯが事業継続を目指し

て財源を確保する必要がある。 

事業主体であるＮＰＯが、責任

を持って主体的に最後まで適正

に事業執行できるよう、行政等

の指導や助言が必要。 

事業企画の段階から、ＮＰ

Ｏの特性を活かした協働が

可能となる。 

役割分担が偏ったり、一方の主

導だけで事業が進んだりしない

よう、事業実施前から十分な協

議・調整が必要。 

企業や行政が後援すること

で、ＮＰＯの活動に対する

社会的信用が増し、活動へ

の理解と信頼性が高まる。 

単なる「名義貸し」にならない

よう、今後の事業展開等に対す

る理解や協力を心がける。 

手続は、その事業に関係する事

務を分掌する部署に協議後、依

頼書（任意様式）を提出する。 

幅広い関係者による事業実

施が可能となる。 

参加団体間のネットワーク

が構築されるとともに、互

いの情報やノウハウの共有

が図れる。 

構成団体の自主性を尊重すると

ともに、責任の所在が曖昧にな

らないよう、役割分担を明確に

する必要がある。 

十分に情報共有や意見交換を行

い、事業の目的や実施方法等の

共有を図る。 

共  催 

後  援 

手 法 内 容 効 果 注意事項 

ＮＰＯが主体的に行う公益

性の高い事業に対し、企業

や行政が後援名義の使用を

認めて支援する方法。 

例えば、チラシやポスター、

パンフレット等に「後援 大

分県」などの記載が可能と

なる。 

ＮＰＯ、企業、行政等で構

成された「実行委員会」や

「協議会」が一つの主体と

なって事業を行う方法。 

ＮＰＯ、企業、行政等が共

に主催者となって、共同で

一つの事業を行う方法。 
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（２）協働手法の検討 

ＮＰＯとの協働には、様々な手法が考えられます。 

事業目的を実現するためには、「事業の主体はどこがいいか」、「協働の効果が最も得られるのは、どの手法か」、

「どのような問題点や注意点が想定できるか」等を検討して、最も効果的で効率的な手法を選択してください。 

また、従来の手法に囚われず、事業目的の達成のために、より効果的な手法を検討し、導入することも重要

です。 

いずれの手法においても、事業の進捗状況や役割分担を明確にし、その情報を常に共有することが重要です。 

 

◆「ＮＰＯと企業」の協働の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域に密着したＮＰＯが協

力することで、状況に応じ

た対応と地域住民の積極的

な参加が期待できる。 

 

住民参加型地域保全制度の

こと。 

地域に密着したＮＰＯが、

その地域の道路や河川、公

園などの「里親」となって、

清掃や植生管理などを行う

方法。 

内 容 

アダプト 

システム 

指定管理者 

制度 

 

協定の内容（必要な機材や設備

の貸与、損害保険の負担、活動

団体の掲示等）を十分に話し合

い、役割分担を明確にして協定

書の締結を行う。 

ＮＰＯが公の施設管理・運

営を行う方法 
ＮＰＯが公の施設管理や運

営を代行することによっ

て、多様な社会的ニーズに

きめ細やかに対応できる。 

ＮＰＯにとって、継続的な

財源として、安定した団体

運営が見込める。 

ＮＰＯが新しく指定管理者制度

の導入を提案する場合、条例等

の整備が必要になる場合がある

ため、実施可能かどうか、事前

に行政との検討や協議が必要。 

手 法 注意事項 効 果 

企業の社会貢献活動の企画・実施に協力、

企業の商品や提供サービスの共同開発、企

業の社員研修等への協力（講師等） 

事業の後援、共催 

製品の提供、物品の提供、施設・設備の貸

与 

社員ボランティア、技術や専門的知識の提

供 

寄附、助成金、協賛金、*マッチング・ギ

フト、*ＣＲＭ 

手法の事例 

主に企業      ＮＰＯ 

主に企業      ＮＰＯ 

主に企業      ＮＰＯ 

主に企業      ＮＰＯ 

きっかけ 

事業実施 

物 品 

人 的 

金 銭 

形態 

事業型 

支援型 

主にＮＰＯ      企業 

分類 
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* マッチング・ギフト 

店頭等での募金で集まった寄附に、企業が一定の金額を上乗せして寄附を行うもの 

* ＣＲＭ 

            コーズ・リレーティッド・マーケティングの略 

        商品の売り上げによって得た利益の一部を社会貢献している団体に寄附を行うことで、売り上げの 

増加を図る手法 

 

◆「ＮＰＯと行政」の協働の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「めじろん共創応援基金」の助成事業のご案内      

「めじろん共創応援基金」は、中間支援組織である「公益財団法人 おおいた共創基金」

が県民から資金を募り、ＮＰＯ等の公益活動を支援するために運営している基金です。 

その支援の１つとして、「ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事業」、「ＯＡ機器助成事業」等

の助成を行っています。 

助成事業の募集時期や内容は、おおいた共創基金のホームページやフェイスブックなど

で確認できます。 

詳しくは、「公益財団法人 おおいた共創基金」（ 電話０９７－５５６－３１１６ ）に

お問い合わせください。 

支援型 

その他 

ＮＰＯ        行政 

主に行政       ＮＰＯ 

行政    ＮＰＯ 

ＮＰＯ       行政 

行政     ＮＰＯ 

施設使用の許可 

ＮＰＯ       行政 

事業実施 

金 銭 

人 的 

形態 

事業型 

分類 

協議会、実行委員会等に参画 

情報提供・情報交換 

協働型委託（主に提案公募型委託）、従

来型委託、事業の後援・共催、ＮＰＯか

らの意見聴取、アダプトシステム 

行政職員研修等への協力 

きっかけ 

補助金 

手法の事例 

-8-



 

 

 

 

「委託」は、先駆性や専門性、機動性等のＮＰＯの特性（13ページ参照）を活かすと同時に、行政の目的達成

とＮＰＯのミッション（社会的使命）達成の両方に効果的な手法として、行政とＮＰＯの協働においてよく用い

られています。 

また、「委託」には、前ページ表「「ＮＰＯと行政」の協働の場合」の「事業型」欄に示すように、協働型委託

（主に提案公募型委託）と従来型委託の２種類があります。 

ＮＰＯと行政の協働型委託事業の進め方については、第Ⅱ章以降で紹介します。 

 

 

 

 

県が、ＮＰＯに対して協働に適した事業を委託するもので、次の２つの方法があります。 

① 行政が、ＮＰＯに対して実施条件等の一定の枠組みを示して企画を募集する「提案公募型委託」 

② ＮＰＯが、行政に事業案（アイディア）を提案して、行政が事業化していくもの 

②の「ＮＰＯが行政に事業案を提案する」場合は、事業化して予算化された後、さらに公平性という観点か

ら広く事業提案（企画募集）や実施団体を求める場合もあります。 

協働型委託は、通常の企業等への委託とは異なり、お互いに目的が共有できる事業について、情報共有や意

見交換をしながら、ＮＰＯの持性を活かす委託内容を検討することがとても重要になります。 

ＮＰＯの特性が発揮され、そのネットワークが活用されることによって、社会的ニーズにきめ細やかに対応

した行政サービスの提供が可能となるのです。 

 

 

 

 
通常の企業等への委託と同様に、行政が実施すべき事業を行政が企画して、事業実施をＮＰＯに委託するも

のです。行政がこれまで行ってきた事業に、ＮＰＯの持つ特性や能力が加わることで、行政サービスの充実や

拡大が期待できます。 

また、協働型委託と同様に、社会的ニーズにきめ細やかに対応した行政サービスの提供が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 「委託」 について  （行政とＮＰＯの協働） 

協働型委託とは？    

従来型委託とは？    

 

◆ 互いの特性と立場の違いを尊重し、どちらかが一方的に事業を進めることのないよう、常に過程

を共有することが重要です。 

◆ ＮＰＯを行政の下請けや補助的な役割としてではなく、お互いに対等の立場で関わっていくこと

が重要です。 

◆ それぞれが委託者及び受託者の責任と義務を負っていることを自覚し、互いの役割分担を明確し、

過度に相手に依存することがないように注意しましょう。 

◆ 行政は、コストの削減を協働の主目的として考えることがないよう、十分に注意しましょう。 

気をつけましょう 
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提案には、行政からの提案とＮＰＯからの提案の２種類があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 行政とＮＰＯの協働型委託事業の主な流れ 

 

ＮＰＯ 行 政 

事業完了・報告 

必要と判断した 

場合は予算化 

契約内容等の事前協議 

契約の締結 

ＮＰＯからの提案 

企画

立案 

実

施 

評価 

・ 

改善 

等 

ＮＰＯ 行 政 

事業内容や 

事業費等の検討 

予算化 

協働事業及び相手の決定 

（プレゼンテーション、審査等） 

ＮＰＯへの事業 

提案（企画募集） 

企画の検討・応募 

事業の実施 

事業の評価・改善・公表 

契約の締結 

既存事業の 

協働化の検討 

新たな協働事業の

検討 

事業内容等の事前協議 

事業完了・報告 

事業化に向けた調整・検討・協議 

・担当部署 

・事業の必要性 

・協働の手法等 

契約の誘因 

事業の評価・改善・公表 

事業の実施 

事業実施の申込 

* 場合によっては

さらに事業提案

（企画募集）を求

めることもある。 

行政からの提案 

行政への提案 

事業案の作成 

承 諾 
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（１）「ＮＰＯ」とは？ 

「ＮＰＯ」とは、「民間の非営利団体」のことで、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員である役員や

社員（正会員）に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称です。 
このうち、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づき所轄庁（都道府県知事または指定都市の長）の認証

を受けて法人格を取得した法人を、「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」といいます。 

県内に主たる事務所がある団体が認証を受ける場合は、「設立認証申請書」にＮＰＯ法に定められた書類を

添付して、大分県知事に提出します。 

提出書類の一部（定款、役員名簿、設立趣旨書、事業計画書、活動予算書）は、県民活動支援室において１

カ月縦覧されます。 

また、認証・不認証の決定は、申請から３カ月以内に行われます。 

 

（２）ＮＰＯ法の趣旨 

ＮＰＯ法は、平成１０年、議員立法として制定されました。 

この法律は、営利を目的としない民間団体が、簡易に法人格を取得できるようにすることによって、ボラン

ティア活動をはじめとする市民の自由な社会貢献活動の健全な発展を促進することを目的としています。 

また、ＮＰＯ法人設立後の監督においても、行政の関与は極力抑制されています。 

「ＮＰＯ法人は、自らに関する情報をできるだけ公開することによって、市民の信頼を得て市民によって育

てられるべきである。」という考えに立っており、情報公開を通じた市民による緩やかな監督や、ＮＰＯ法人の

自浄作用による是正が期待されているのです。 

 

（３）「非営利」と「無償」の違い 

「ＮＰＯは非営利団体だから、多少のことはボランティアでやってくれるので安い事業費ですむ。」と誤解し

ていませんか？ 

「非営利」とは、活動で得た収益を団体の構成員で分配しないという意味で、ボランティアの基本的な原則

である「無償」とは異なります。 

ＮＰＯも、勤務する職員には給与を支払わなければいけませんし、組織を維持するためには事務所の家賃や

光熱水費等の管理費も必要です。 

事業の組み立てや事業費の積算を行う場合は、ＮＰＯの特性に配慮するよう心がけてください。 

 

（４）「ＮＰＯ法人」の設立要件と信頼性  

ＮＰＯ法人になるには、次の８つの要件をすべて満たす必要があります。 

 

 

１ ＮＰＯとの協働を進める前に 

ＮＰＯとは？    

Ⅱ 協働事業の進め方（行政の皆様へ） 
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所轄庁は、団体がＮＰＯ法に規定する認証基準に適合すると認めるときは、その活動実績に関係なく設立の

認証をしなければならないことになっています。 

信頼できるＮＰＯかどうかは、団体が開示・発信する様々な情報によって判断することが重要です。 

ＮＰＯ法人は、毎事業年度初めの３カ月以内に前年度の事業報告書等を所轄庁に提出することが義務づけら

れており、県民活動支援室で閲覧することができます。 

 

◆ 閲覧することができる書類 

書 類 名 
ＮＰＯ法人 

（閲覧） 

県民活動支援室 

（閲覧・謄写） 

 

 

 

事業報告書等 

事業報告書 ○  

 

作成日から５

年経過した日

を含む事業年

度末日まで 

○  

 

過去 

５年分 

活動計算書 ○ ○ 

貸借対照表 ○ ○ 

財産目録 ○ ○ 

前事業年度の役員名簿 

（氏名・住所、報酬の有無を記載） 
○ ○ 

１０名以上の社員名簿 ○ ○ 

最新の役員名簿 ○ ○ 

 

定 款 等 

定款 ○ ○ 

認証書の写し ○ ○ 

登記事項証明書の写し ○ ○ 

※ おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」（50～51ページ参照）から、団体情報（組織情報、定款、事業報

告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録等）が確認できます。 

 

（５）認定ＮＰＯ法人、特例認定ＮＰＯ法人、指定ＮＰＯ法人とは？ 

認定・特例認定・指定ＮＰＯ法人制度とは、ＮＰＯ法人への寄附を促すことにより、ＮＰＯ法人の活動を支

援する制度で、認定・特例認定・指定ＮＰＯ法人に寄附をすると、寄附者は税制上の優遇措置を受けることが

できます。 

ＮＰＯ法人のうち一定の基準を満たしていると所轄庁が認めた法人を、「認定ＮＰＯ法人」又は「特例認定Ｎ

ＰＯ法人」といいます。 

 

 

《 ＮＰＯ法人の設立要件 》 

① ＮＰＯ活動を行うことを主たる目的とすること  

② 営利を目的としない（利益を構成員で分配しない）ものであること  

③ 社員（正会員）の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと  

④ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の３分の１以下であること  

⑤ 宗教活動や政治活動を主たる目的とするものでないこと  

⑥ 特定の公職者(候補者を含む)又は政党を推薦、支持、反対することを目的とするものでないこと 

⑦ 暴力団でないこと、暴力団又は暴力団の構成員等の統制の下にある団体でないこと  

⑧ １０人以上の社員を有するものであること  
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一方、都道府県または市町村がそれぞれ独自の指定基準や手続等に基づき、個人住民税の寄附金税額控除の

対象として条例で個別に指定した寄附金を受け入れるＮＰＯ法人を、「指定ＮＰＯ法人」といいます。 

認定・特例認定・指定ＮＰＯ法人は、市民からの広い支持や適正な事業活動内容、適切な組織運営及び経理、

法令遵守等についての基準をすべて満たす必要がありますので、より信頼性の高いＮＰＯ法人といえるでしょ

う。 

 

 

 

ＮＰＯの主な特性は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＮＰＯは、行政の特徴である公平性や組織の枠組み、企業が持つ利潤追求などに縛られません。 

そのため、ミッション（社会的使命）を達成するために、先駆的、専門的に社会的課題に取り組み、その柔軟

性、機動性、地域性を活かして、意欲的に課題解決に取り組むことができます。 

その一方で、資金や設備、人材不足等の問題を抱えている団体も多く、活動の継続性や安定性において、十分

でない場合も見受けられます。 

公益的サービスの提供を担うためには、一定水準のサービスを継続的に提供できる体制づくりが重要です。 

そのためにも、人材育成や自立的財政基盤の確立に対する支援が必要になります。 

 

 

 

  ＮＰＯと協働する場合は、特に次のことに気をつけましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ＮＰＯの特性や実情を理解し、活動に対する思いを尊重した上で、一方的な意見の押しつけは避け、対等

な立場で事業を進めましょう。 

◆ 現場に実際に出向き、現場の状況把握に努め、当事者のニーズ等を理解して、「県民のための質の高い公

益的サービスの提供」を心がけましょう。 

◆ 協働することで事業効果が高まるような手法を検討するとともに、前例のないことに対しても、まず話を

聞いてから、実施の可能性を検討してみましょう。 

◆ すべてを任せきりにせず、情報共有や意見交換を行い、共に事業に取り組む姿勢と意欲を示すことで、協

働の効果をより高めましょう。  

◆「行政との事業では、いちいち言わなくてもヽヽヽするのが当たり前だ」という思い込みは止めて、重要

なことは必ず相手に確認するようにしましょう。 

◆ 行政特有の言い回しや言葉づかいはできるだけ避け、わかりやすい言葉で伝えることを心がけましょう。 

ＮＰＯの特性    

◆ 自主的・自発的な社会貢献活動 

ＮＰＯは、様々な社会問題や地域課題を解決していくミッション（社会的使命）に基づき、県民が主体と

なって自主的・自発的に社会貢献活動を行っています。 

◆ 幅広い分野における専門的・多様な取組 

ＮＰＯは、複雑化する社会課題に対して、幅広い分野において専門的で多様な取組を行っています。 

◆ 柔軟的・機動的・先駆的な取組 

ＮＰＯは、地域課題や県民ニーズに対して、自由な発想で柔軟かつ迅速に対応するとともに、新たな課題

に対する先駆的な取組を行っています。 

◆ 地域のコーディネート 

ＮＰＯは、地域の人材や資源を発掘し、人や組織をつなげて、地域課題の解決に取り組んでいます。 

ＮＰＯとの協働の心構え    
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協働型委託事業（主に提案公募型委託）を例に、行政の協働の流れを説明していきます。（主な流れは10ペー

ジ参照） 

 

企画立案    

 

（１）協働化の検討 

 

 

 

協働に適した事業とは、ＮＰＯの特性を活かし、ＮＰＯと行政が協力して事業を実施することで県民

サービスの質や量が高まるような事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働型委託事業の流れ 

◆ 多様な県民ニーズにきめ細かく柔軟に対応する公益的サービスの提供が求められる事業 

◆ 地域の実情に合わせることが、より求められる地域に根ざした事業 

◆ 特定の分野の専門的な事業や、行政にない発想を盛り込んだ事業 

◆ 行政単独では対応しにくい先駆的な事業 

◆ 多くの県民の参加が求められる事業 

◆ 災害時など迅速な対応が求められる事業 

協働に適した事業    

県・市町村とＮＰＯとの協働施策調査について 

県民活動支援室では、毎年度県・市町村とNPO との協働施策調査を実施しています。調

査結果は県ホームページに公開していますので、協働事業の参考にしてください。 

http://www.pref.oita.jp/site/npo/ 

具体的な事業例 
事業例 具 体 例 

公益的サービスの提供 相談業務、情報提供、研修会や講習会等の開催、講師派遣など 

イベント等の開催 

環境保全等 河川や道路等の美化、森林や竹林等の整備、自然環境の調査・研究など 

シンポジウムやフォーラム等のイベントの企画や開催など 

公的施設の運営・管理等 公園やコミュニティ施設の運営管理や開催イベント等の企画など 
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行政がＮＰＯと協働していない理由には、主なものとして次の３つが考えられます。 

業務内容が協働に馴染まない場合でも、イベントの開催や研修講師、地域ニーズ等の把握、審議会の

委員としての参画等、部分的な関わりも可能ですので、検討してみてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 必要性 

各地域において様々な分野で地域課題の解決に向けて活動しているＮＰＯの意見を直接聞くことで、

新たな地域課題の掘り起こしや多様な県民ニーズの把握が可能です。 

 

◎ 方法 

 

 

 

 

 

開催については、謝金や旅費等の予算措置が必要な場合があります。 

また、交流会やワークショップの開催方法や参加依頼団体等がわからない場合は、おおいたボラン

ティア・ＮＰＯセンターや県民活動支援室におたずねください。 

 

《 １ 業務内容がＮＰＯとの協働になじまない 》 

・業務内容が、申請等の受付や許認可、違法行為の取締、施設や道路の建設工事等であって、協働に

なじまない。または業務内容すべてがなじまないわけではないが、あえて協働は考えていない。 

⇒ 例えば、啓発事業や研修事業などの協働になじみやすい部分から、協働の可能性を検討して

みましょう。 

《 ２ 協働の相手となるＮＰＯが見当たらない 》 

・協働したいと思っているが、実施事業と同様の活動をしているＮＰＯが見当たらない。 

⇒ 実施事業に近い活動をしているＮＰＯに相談してみましょう。 

また、事業実施に適した新たなＮＰＯを設立する方法もあります。 

・ＮＰＯは、組織力や事務処理能力が乏しい、社会的信頼性が十分でない。 

⇒ ＮＰＯと情報交換して、事業実施に足りない部分を補う方法がないか検討してみましょう。 

経験や実績のある他のＮＰＯと協力して事業実施することにより、更なる能力アップが促

される場合もあります。 

《 ３ ＮＰＯについてよく知らない 》 

・ＮＰＯのことをよく知らないので、協働が可能であるかわからない。実際に事業実施できるか不安

である。 

⇒ おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」（50～51ページ参照）では、ＮＰＯ法人や任意団体（登

録は任意）の活動情報や団体情報を提供しています。 

協働の可能性    

◆ 交流会やワークショップの開催 

広くＮＰＯを集めて、意見を聞く場を設ける。 
◆ 審議会や懇談会の開催 

ＮＰＯが委員として参画している審議会や懇談会の場で、関係者の意見を聞く。 

情報収集・意見交換    
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ＮＰＯから事業案の提案を受けた場合は、県民からの声として捉え、誠実に対応してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働事業として実施できるか、既存事業の見直しと新たな協働事業の実施の両方で検討してみましょう。 

◎ 既存事業の協働化の検討の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 県の施策との整合性  

□ 協働が事業目的に適しているか 

□ 事業内容がＮＰＯとの協働になじむか  

◆ 事業の妥当性 

□ 県が継続して実施すべき事業か  

□ 協働化することに対する県民の理解を得られるか  

□ 協働化により県民ニーズを満たすことができるか  

◆ 協働事業の必要性 

□ 協働によって事業効果が上がるか 

◆ ＮＰＯにとってのメリット 

□ ＮＰＯの特性を活かすことのできる事業であるか 

□ ＮＰＯの今後の発展や能力等の向上に結びつくか 

ＮＰＯからの事業案の提案    

具体的な協働事業の検討    

《 １ 話を聞く 》 

まずは、話を聞いてください。「今忙しい」、「今聞いてもすぐに事業にはできない」などの理由

で、門前払いなどすることのないようにしてください。 

《 ２ 説明する 》 

事業化できない場合はその理由を、事業化の検討を行う場合は、どういうスケジュールや手順が

考えられるのかをきちんと説明してください。 

《 ３ 経過・結果を連絡する 》 

検討のため事業案を預かった場合は、その結果を連絡してください。 

また、前向きな検討が進んでいる場合は、その経過を話せる範囲でよいので連絡してください。 

少なくとも、「県が勝手にアイディアだけを取った」などという誤解の生じることがないよう、

事前に了解を得る等のコミュニケーションを十分に取ってください。 

前向きな気持ちで意見交換を！ 

情報交換や意見交換は、地域課題の解決という共通目的のために関係者の意見や知恵を出し合う

場です。故意に相手を避けたり、むやみに非難・批判したりすることは控えましょう。 

気をつけましょう 
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◎ 新たな協働事業の検討の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施団体をＮＰＯに限定するのか、企業等も含めて広く募集するのかは、事業目的や内容等によ

って判断します。 

企画提案は、一般競争入札等よりもＮＰＯの特性を活かしやすい方法といえますが、対象をＮＰＯに

限定する場合は、いずれの場合も明確な理由が必要です。 

 

 

 

事業を確実に実施するために、協働相手に対して法人格を求める場合も見受けられます。 

ＮＰＯの場合、一定の要件さえ整えばその活動実績に関係なく法人として認証されますので（11～12

ページ参照）、一概に「ＮＰＯ法人」＝「事業遂行能力がある」とは判断できません。 

任意団体にも、運営組織や活動実績がしっかりとしている団体はあります。 

とりあえず法人格があれば、安心だろうと安直に考えず、「実際に事業を確実に実施できる団体かどう

か」は、団体が開示している組織運営情報や活動実績から判断するよう心がけてください。 

 

 

 

◆ 県の施策との整合性 

□ 行政課題の把握は適切か 

□ 事業目的が行政課題に対応しているか 

◆ 事業の妥当性 

□ 県が新たに実施すべき事業か 

□ 県民ニーズを満たすことができるか 

◆ 協働事業の必要性 

□ 協働することによって、より事業効果が得られるか 

◆ ＮＰＯにとってのメリット 

□ ＮＰＯの特性を活かすことのできる事業であるか 

□ ＮＰＯの今後の発展や能力等の向上に結びつくか 

◆ 行政にとってのメリット 

□ 行政の効率化が期待できるか 

□ 今後の事業の発展性が期待できるか 

□ 協働しない場合と比較して、効果的な事業費の使われ方が期待できるか 

対象団体の検討    

協働相手の法人格の有無   

◆ 行政にとってのメリット 

□ 行政の効率化が期待できるか 

□  今後の事業の発展性が期待できるか 

□ 従前の場合と比較して、効果的な事業費の使われ方が期待できるか 
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事業のテーマは、ＮＰＯの特性を活かせると同時に、県政の課題解決に効果を及ぼすものを設定しま

す。ＮＰＯが具体的な事業実施イメージを描けるようなテーマであることも重要です。 

事業概要は、ＮＰＯから自由な発想が生まれるように、概要はできるだけ枠組みに留めるよう、心が

けてください。 

 

 

 

◆ 積算単価については、ＮＰＯ固有のものは特にありません。同種の業務単価等を参考に、適切な単

価による積算としてください。 

 

◆ ＮＰＯの事業をボランティアと混同せず、事業執行に必要な経費はすべて積算するように心がけて

ください。 

ＮＰＯの厳しい財政運営状況を考慮し、フルコストリカバリー（事業を実施するために必要なコス

トをすべて回収すること）に配慮した積算としてください。 

 

◆ 収益事業を行っているＮＰＯもあります。消費税法上の課税事業者である場合も考慮した積算とし

てください。 

 

◆  一般管理費の計上については、事業・契約内容によって取り扱いが異なりますので、審査・指導室

の「委託契約事務必携」等を確認してください。 

 

（２）企画募集 

県が設定した事業目的やテーマに対して企画募集する方法は、ＮＰＯの特性を活かすと同時にＮＰＯのミッ

ション（社会的使命）との整合性が取りやすいため、協働に適している方法としてよく用いられます。 

募集要項等は、行政特有の言い回しをできるだけ避け、誰もがわかりやすい表現を心がけてください。 

 

 

 

募集要項等には、事業目的や業務内容、応募資格、応募方法、審査方法等について記載します。 

主な留意点は次のとおりです。 

また、募集要項の参考例や提出書類の様式例は、６０ページから掲載していますので参考にしてくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集要項等の作成    

予算の積算    

事業テーマ・内容等の検討    
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《 作成上の主な留意点 》 

◆ 事業目的・テーマ 

・簡潔にわかりやすく記載します。 

◆ 業務内容 

・ＮＰＯの自由な発想による企画が生まれるように、業務内容はできるだけ枠組みに留める

ようにしてください。 

◆ 応募資格 

・できるだけ法人格の有無は問わないようにしてください。 

・活動実績を求める場合は、行政との協働実績だけに限定せず、公募事業と同等または類似

の事業であれば、企業との協働実績や自主事業等も含めるように心がけてください。 

・単体の団体だけでなく、複数の団体で構成する協議会等も含めるようにしてください。 

◆ 委託期間 

・事業募集や契約手続等に必要な期間を考慮すると同時に、事業実施に無理のない委託期間

を設定するようにしてください。 

◆ 対象経費 

・対象経費を具体的にわかりやすく説明してください。 

・対象とならない経費についても記載してください。 

◆ 提出書類（提出書類例は次ページ参照） 

・提出書類は、行政との協働が初めての団体でもわかりやすいように、記載例を添付する等

の配慮をお願いします。 

・提出書類様式は、ホームページからダウンロードできるようにしてください。 

・応募に係る経費負担について、記載してください。 

・提出書類及び部数は、団体の負担軽減に配慮して必要最小限としてください。 

・提出書類の返却の有無についても記載してください。 

◆ 応募数の制限 

・１団体の企画提案数を制限する場合は、その旨の記載が必要です。 
◆ 募集期間 

・書類作成に必要な期間だけでなく、募集が広く行き渡る期間も十分考慮して、周知開始か

ら提出期限まで、最低でも1カ月はあるように心がけてください。 

・提出方法は、「持参」か「郵送可」か、提出期限は「必着」か「郵送の場合は消印有効」

かを明記しましょう。 

◆ 審査・選考方法 

・選考に係る審査方法や審査基準（21～23ページ参照）を明記します。 

・プレゼンテーションを実施する場合は、「公開」または「非公開」を必ず記載してくださ

い。 

◆ 質疑応答 

・業務内容に関する質問の受付方法、回答方法、質問期間、質疑応答の公開等について明記

します。 
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◎ 提出書類例                    （*の様式例は69～76ページに掲載） 

書  類 
ＮＰＯ

法 人 

任 意 

団 体 
備  考 

(1) *事業応募書 ○ ○  

(2) *事業企画提案書 ○ ○  

(3) *団体調書 ○ ○  

(4) *役員・職員名簿 ○ ○ 本事業に関係する者のみ 

(5) 定款又はそれに代わるものの写し △ ○ 
ＮＰＯ法人は閲覧可 

（詳しくは12ページ参照） 

(6) 直近１年間の事業報告書の写し、又はこれに

類する同等期間の活動実績がわかる書類の

写し 

△ ○ 
ＮＰＯ法人は閲覧可 

（詳しくは12ページ参照） 

(7) 直近１年間の活動計算書、及び貸借対照表又

は財産目録の写し、又はこれらに類する同等

期間の財務状況がわかる書類の写し 

△ ○ 
ＮＰＯ法人は閲覧可 

（詳しくは12ページ参照） 

(8) *団体の目的等についての確認書 － ○ 
任意団体のみ提出 

（NPO法人は認証時に確認済） 

(9) *破産手続開始の決定を受けて復権を得な

い者等に該当しないことを確認した旨の

書面 

－ ○ 任意団体のみ提出 

（NPO法人は認証時に確認済） 

※△：ＮＰＯ法人の場合は、ＮＰＯ法第２９条の規定により、所轄庁である県に対して(5)～(7)の書類の提出が義務づ

けられいます。必要書類は「おんぽ」で確認できますので、その提出を省略することも可能です。 

 

ＮＰＯ法第２９条の規定による書類の提出が３年以上無い場合、ＮＰＯ法人の設立認証が取り消さ

れることもありますので、注意が必要です。 

※認証取消法人一覧は、県ホームページに掲載しています。 

 → http://www.pref.oita.jp/site/107/torikeshi.html 

◎ 公募方法と説明会の開催 

ホームページや広報紙等を活用して、広く行き渡るような情報発信に努めてください。 

書類作成だけでなく周知に必要な期間も十分に考慮した上で、提出期限を設定してください。 

行政との協働事業に不慣れなＮＰＯも多いため、説明会の開催により委託事業の性格や義務、役割

分担等について直接説明することも、検討してください。 

また、県民活動支援室や中間支援組織が、ＮＰＯを対象とした合同説明会や勉強会等を開催するこ

ともありますので、公募事業の説明や周知に活用してください。 

 

◎ 業務内容に関する質疑応答 

電話やメールによる照会事項や説明会等における質問で、応募者全員に関係するものについては、

質疑応答の形式でホームページに公開するなどして、応募期間中は誰もが知り得る情報とし、公平性

の確保に努めましょう。 
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（３）審査 

 

 

 

企画提案を審査する審査委員会等を設置しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査方法について、特に決まりはありません。 

審査基準も含めた審査に係る具体的な事項（参考例は78～79ページに掲載）について、伺い定めを行

ってください。 

企画提案の場合は、提案内容やヒアリング、プレゼンテーション等の内容を審査し、最も評価の高い

提案を行った団体が契約候補者となる方法がよく行われます。 

 

企画募集等に「おんぽ」を活用しませんか？ 

◎ 情報開示ルールの活用 

おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」（50ページ参照）では、団体の情報開示レベルを「★

★★」～「★」でわかりやすく表示しています。 

★が多い団体ほど社会的信頼を得るために、情報開示に努力している団体といえます。（任

意団体も同じです。） 

応募資格において、「おんぽの★を２つ以上獲得していること」等を加えることによって、

団体の情報開示が促され、社会的信頼性の向上支援につながりますので、積極的に活用し

てください。 

 

◎ 企画募集等の情報発信ツールとしての活用 

「おんぽ」では、行政や企業等の事業企画募集や助成金情報、イベント情報等をホームペ

ージ上やメールマガジン「週イチくん」（51ページ参照）により発信しています。 

ＮＰＯへの情報発信に最適ですので、ぜひ活用してください。 

情報発信依頼は、県民活動支援室、またはおおいたボランティア・ＮＰＯセンターへ！ 

審査機関の設置    

◆ 設置にあたっては、設置要項等（参考例は77ページに掲載）を作成し、公平性や透明性の確保

に配慮しましょう。 

◆ 要項等には、設置目的や所掌事項、組織、委員の責務等について定めます。 

◆ 審査委員の構成は、行政内部の職員に加え、学識経験者や有識者、企業等の外部の委員を交えて

構成するように努めるとともに、人選理由について明確にしておきましょう。 

◆ 外部委員謝金や委員旅費の予算措置が必要になりますので注意してください。 

◆ 審査委員については、意図的な審査を避けるため、審査日までに応募団体の関係者（団体の役員

等）でないことを、必ず確認してください。 

審査方法    

-21-



 

また、プレゼンテーションは公開で実施される場合もありますが、審査委員による審議については、

委員の率直な意見交換と発言を担保するために、非公開による開催が望ましいといえるでしょう。 

 

◆ 資格審査 

応募者が、応募資格を有するかどうかの審査です。 

審査委員会による審査の前に、事務局が行います。 

◆ 提案内容の審査例 

応募者が多い場合は、一次審査と二次審査に分けて実施し、一次審査によって提案企画を

ふるいにかける場合もあります。 

○一次審査…審査委員会による審査の前に事務局が実施します。 

提出書類について、公募の趣旨に合致した企画かどうかなどを審査し、一

定水準に達しているかを選定します。 

○二次審査…審査委員会による審査です。 

提出書類やヒアリング、プレゼンテーション等により、提案内容を審議し、

提案企画の順位を明確にして契約候補者を決定します。 

 

 

 

◆ 学識経験者の意見聴取 

審査基準を定めようとするときは、あらかじめ２名以上の学識経験者の意見を聴くこととされ

ています。 

学識経験者は、提案企画について事業内容や得られる効果、経費等の面から総合的に最も優れ

ているという観点だけでなく、より協働を推進するという点も含めて、中立的な立場に立って判

断することができる者を、できるだけ幅広く選んでください。 

対象としては、学者、弁護士、技術士、試験研究機関の研究員、国や他の地方公共団体の契約

担当者、民間の技術職員等に加えて、中間支援を行う者も考えられます。 

また、透明性を確保するためにも、特定の者が有利とならないように審査基準を設定し、その

理由を参加者全員に説明できるように明確にしておくことも重要です。 

 

◆ 審査項目 

主な審査項目には、次のような項目例が考えられます。 

事業の目的や性質に合わせて、必要とされる審査対象項目や審査基準、配点を定めてください。 

例えば、フォーラムの開催であれば提案内容に「基調講演の講師の選定」項目を加えることも

考えられます。 

審査対象項目 審査基準（着眼点） 

応募資格 ・応募資格をすべて満たしているか 

提出書類 ・必要な書類はすべてそろっているか 

企画の妥当性 ・公募の趣旨に合致した企画か 

事業内容及び 

実施方法 

事業目的・趣旨との整合性 

・事業の目的及び趣旨との整合性がとれているか 

・課題や対象者の把握は的確か 

 

審査基準    
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審査対象項目 （審査基準）着眼点 

事業内容及び 

実施方法 

事業内容の妥当性・独創性 

・県の事業として妥当な内容であるか 

・県民ニーズに適した内容であるか 

・ＮＰＯの特性を活かした独創性があり、創意工夫が見られるか 

実施方法の妥当性・独創性 

・実施方法に具体性があり、実現可能なものとなっているか 

・課題解決に向けた取組として、的確な方法であるか 

・関係する法令や条例、規則等の規定に違反していないか 

事業効果 

協働の効果 

・協働することによって、より事業効果が得られるか 

継続性の有無 

・事業終了後も、継続した事業実施が期待できるか 

波及効果の有無 

・事業の波及効果が見込まれるか 

業務執行体制 

実施体制の適格性 

・業務の遂行に必要な人員の確保がなされているか 

・実施方法やスケジュールに無理はないか 

・不測の事態に対応できる体制が備わっているか 

専門性の有無 

・実施事業に関する専門性や知見、ノウハウを有しているか 

実績の有無 

・過去に類似の事業を実施したことがあり、業務の遂行に支障がないか 

経理処理能力の適格性 

・事業を実施する上で安定した財政基盤や一般的な経理処理能力を有して

いるか 

所要経費 
・所要経費の積算は妥当か 

・経費は予算の範囲内か 

実施意欲等 
・事業実施に熱意があるか 

・プレゼンテーション等に説得力があるか 
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プレゼンテーションは、提案企画をわかりやすく説明してもらうことができると同時に、事業実施に

対するＮＰＯの熱意や意欲を直接感じることができるため、効果的な方法です。 

また、プレゼンテーションの準備や内容から、事業遂行能力を推し量ることもできます。 

ＮＰＯにとっても、ＰＲする力や説得力等の「人に伝える力」の向上に役立ちますので、できるだけ

実施してください。 

開催方法としては、次の３つの方法が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレゼンテーションを公開することにより、選考の透明性が確保されると同時に、他の団体のプレゼ

ンテーションを聞くことで、プレゼンテーション力の向上も期待できます。 

また、ＮＰＯがどのような活動を行っているか、県民に周知する機会にもなります。 

一方、公開プレゼンテーションを好まないＮＰＯもありますので、いずれの方法で開催するのか応募

前に確認できるよう、募集要項に明記する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）決定及び通知 

 

 

 

審査委員の審議により契約候補者が決定します。 

場合によっては、委員審議において提案内容の一部見直しが採択の前提条件とされる場合もあります

ので、企画内容の変更を伴う場合は、相手方によく説明してお互いに納得の上で、契約に向けた手続を

進めてください。 

 

プレゼンテーションの実施    

決  定    

《 開催方法 》 

◆ 広く一般に公開する方法 

広く県民の傍聴を募る。 

◆ 各応募団体に対して公開する方法 

応募団体であれば他の応募団体のプレゼンテーションを傍聴できる。 

◆ 非公開で開催する方法 

一般及び他の応募団体の傍聴は認めない。 

より公平な審査のために・・・ 

各審査員の採点のうち最高点と最低点を除いた残りの合計点で選考する方法があります。 

この方法では極端に高い評価や低い評価を排除することができますので、より公正な選考方法

であるといえるでしょう。 

ただし、ある程度の人数の審査委員（少なくとも５名程度）が必要となりますので注意してく

ださい。 
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また、変更協議が不調に終わった場合は、審査で次点の評価を得た団体を契約候補者とするか、再度

企画募集を行うか、検討が必要です。 

 

 

 

審査結果は、応募団体すべてに対して書面で通知してください。 

ＮＰＯ側から、「選考に漏れたとしても今後の企画内容の改善につながるのでその理由を知りたい」と

いう要望もあります。通知には、できるだけ「希望する団体には選考理由を説明する」旨も記載し、選

考理由の説明対応を行ってください。 

また、採択団体はホームページ等で公開するよう努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実  施    

 

（１）事前協議 

協働の相手が決まったら、契約締結に向けて事業目的や目標、実施内容、スケジュール等について、契約候

補者と確認・協議してください。 

協議事項をチェックシート等（様式例は 55～56 ページに掲載）にして、協議終了後も互いに共有しておく

と、その後の協働がスムーズに進みます。 

行政との協働が初めての団体は、行政特有の言い回しや手続に慣れていません。団体が後日確認できるよう

に口頭だけでなく書面等によってわかりやすく説明するよう、配慮してください。 

また、企画案に変更がある場合は、その内容を十分に説明し、相手方が理解・納得した上で、契約締結に向

けて手続を進めてください。 

 

 

 

契約には、「精算を伴う委託契約」と「請負契約」があります。 

どちらの契約方法とするかは、事業内容によります。 

契約が収益事業に該当するかどうかは、税務署に相談してください。 

 

 

 

 

審査結果の通知等    

委託契約方法の確認    

会計課 審査・指導室の作成マニュアルの活用を！ 

県では、審査・指導室が県職員向けに「提案競技のてびき」や「総合評価競争入札のてびき」、

「委託契約事務必携」、「委託契約書式例集」等契約に係る様々なマニュアルを作成しています。 

実施事業に適した審査や契約の参考にしてください。 
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企画提案書に添付された予算書をもとに、事業実施に向けた経費の積算の確認を行ってください。 

行政との協働に慣れていない団体にとって、事業経費の積算が苦手な場合も多く見受けられます。 

団体に任せきりにせず、事業内容を聞き取りながら確認を行い、必要に応じて適切な助言を行ってく

ださい。契約前に十分に時間をかけて相互理解に努めることが、スムーズな事業実施につながります。 

 

 

 

協働経験のある行政職員から、ＮＰＯの担当者とすぐに連絡が取れずにとても困ったという話をよく

聞きます。 

多くのＮＰＯは、常勤の職員がいない、専用の事務所を構えていない、日中は別に勤務先があってＮ

ＰＯ活動ができない、他の活動中で電話に出られない等の事情があり、すぐに連絡が取れない場合も少 

なくありません。 

そういったＮＰＯならではの事情に配慮して、メールを活用したり複数の緊急連絡先を設定したりす

るなど、連絡方法やタイミングをできるだけ工夫してください。 

 

（２）契約の締結 

契約書の締結前に、契約方法や契約内容について、条項ごとに細かく団体に説明してください。行政との協

働が初めてのＮＰＯの場合は、特に丁寧な説明を心がけてください。 

 

 

 

契約後のトラブルを避けるためにも、団体には契約書に記載されている内容のすべてに必ず目を通す

ように伝えると同時に、重要な条項については、必ず説明してください。 

契約不履行や契約内容に違反する行為は、損害賠償の対象となる場合があることも十分に説明してく

ださい。 

また、団体からの質問や疑問には丁寧に答え、必ず双方が十分に理解し納得したうえで、契約締結を

行ってください。 

 

◆「仕様書」の内容についての説明 

 「契約書に添付された仕様書は、委託事業の内容を具体的に記載した書類であり、契約内容の一部

であること」、「すべての項目に必ず目を通して、履行しなければならない事業内容を正確に把握し

なければならないこと」を必ず説明してください。 

   また、仕様書の内容変更には、明確な変更理由と所定の手続が必要であり、団体が一方的に変更で

きないことを説明してください。 

 

◆「予算の内訳」についての説明 

委託契約書に記載されている予算の内訳についても、契約内容の一部であり一方的な変更ができな

いことを十分に説明してください。 

また、軽微な変更について定めている場合は、該当する場合について具体的に説明してください。 

 

連絡先の確認    

事業経費の積算の確認    

契約条項の説明    
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◆「委託料の支払方法」等について、必ず説明してください。 

活動資金に余裕がない多くのＮＰＯにとって、委託料が精算払の場合、事業を執行するために融資

が必要となる場合があります。 

そのため、融資に対して会員の賛同が得られず、事業実施が困難になったり、組織運営そのものに

支障を及ぼす可能性もあります。 

委託料の支払時期については、事前にきちんと説明し、できるだけ小まめに概算払をする等の配慮

をお願いします。 

なお、委託料の支払前には、必ず事業の進捗状況の確認が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業遂行中の協議及び情報共有 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託料の支払方法    

◆ 一方的に話を進めないようにしましょう 

協働事業では、「共有すること」が大事です。 

委託者であっても一方的に事業内容の変更やスケジュールの変更を命じることのないように、情報共有

や意見交換を十分に行いましょう。 

◆ 役割分担を明確にしましょう 

協働では、互いの弱みや限界を理解したうえで、過度に相手に依存することなく、責任を持ってそれぞ

れの強みを活かす役割分担を行うことが重要です。 
そのためには、当初から互いの分担内容を明確にし、共有する必要があります。 
行政の役割としては、「行政のホームページ等を活用した事業周知」、「マスコミに対する情報提供」、「情

報共有や意見交換の調整」、「その他の行政機関に対する事業周知や連絡調整」、「協働相手に対する事業

実施に必要な情報提供」等が考えられます。 

◆ 事業現場に出向きましょう 

立場の違う者が現場に出ることによって、新たな「気づき」が生まれることもあります。委託者である

からといって事業を任せきりにせず、できるだけ現場に出向きましょう。 

ただし、受託者の業務に支障を及ぼすことがないよう、配慮しましょう。 

◆ 定期的に事業の進捗状況を把握しましょう 

特に問題や相談がなくても、団体には定期的に連絡し、進捗状況等の把握に努めましょう。 

◆ 直接顔を合わせる機会を設けましょう 

メールや電話だけの連絡では、誤解が生じる場合もあります。 

顔を合わせて直接情報共有や意見交換をする場を定期的に設けましょう。 

 

◆ 県の会計処理には、所定の手続が必要なため、委託料の支払までには一定の期間が必要なことを

事前に説明してください。 

◆ 概算払であっても、団体が事業費を立て替える必要が生じた場合、資金準備が必要となることも、

事前によく説明してください。      

気をつけましょう 
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（４）事業内容の変更 

ＮＰＯから、「理由は分からないが事業内容の変更ができなかった。」という話をよく聞きます。 

団体から事業内容の変更の申し出があった場合は、よく話を聞き、変更ができない場合はその理由を明確に

説明し、相手方の納得の上で事業を進めることが重要です。 

また、行政から事業内容の変更を依頼する場合も同様です。 

 

（５）履行内容の確認や経費の審査 

事業執行において団体が整備すべき書類や規程、帳簿等の整備については早めに説明し、業務完了後に確認

する旨を伝えておいてください。 

常勤の事務職員がいないＮＰＯも多くあり、事務処理に時間を要する場合もありますので、事業期間中にそ

れらの整備状況の確認を行っておくと、業務完了後の処理が速やかに行われます。 

 

（６）事業関係書類の保存 

事業に係る書類の保存期間を明確にしてください。 

また、会計検査等に該当する可能性がある場合は、その旨を説明し、検査が委託団体の事務所で実施される

場合もあることを、説明しておきましょう。 

 

 

 

 評価・改善・公表    

 

（１）事業の評価・改善及び公表 

事業終了後は、評価シート等を作成し、ＮＰＯと行政の双方による自己評価を行いましょう。 

評価シートの様式例として「協働事業自己評価シート」を５７ページから掲載しています。 

事業成果や意見交換等の状況、役割分担等について、「よくできたこと」の理由や工夫した点を明記するだけ

でなく、「うまくいかなかったこと」についても、その原因や解決すべき課題、今後可能な対応策等を検討し、

引き継いでいくことが重要です。 

それらの評価結果はＮＰＯと共有し、今後実施する協働事業の改善や新たな協働事業の構築につなげていき

ましょう。 

また、評価結果や事業内容・成果は、ホームページ等を活用して積極的に公表することを心がけていくださ

い。行政が公表することにより、ＮＰＯに対する社会的信頼をより高めることができます。 

 

 

支出の根拠規程の確認を必ず行ってください！ 

支出の根拠となる人件費や謝金、旅費等の支給規程等の確認は、早めに行ってください。 

講演講師の謝金や旅費等についての規程を特に定めていない場合は、事業ごとに伺い定め等の

組織の意思決定が必要なことを、前もって説明してください。 

気をつけましょう 
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（２）事業終了後の情報共有及び意見交換 

事業終了後も、新たな協働に向けて、情報交換や意見交換を行うように努めましょう。 

また、ＮＰＯが実施した方が効果的な事業については、ＮＰＯが自主事業として継続できるよう、ＮＰＯか

らの相談に応じ、アドバイスを行うなど継続した関わりを持つように努めてください。 

 

（３）新たな協働へのチャレンジ 

立場や特性が異なる相手との協働は、戸惑うことも多く、簡単に進まないこともよくあります。 

特に、行政との協働に慣れていないＮＰＯとの協働では、目的や過程の共有ができない、役割分担がうまく

いかない、コミュニケーションがうまくとれない、ＮＰＯの「思い」を協働にうまく活かすことができない等々、

思うように協働の効果が得られなかったかもしれません。 

協働がうまくいかなかったと感じた事業については、その原因を検討し、事業の組立を変更したり、協働相

手へのアプローチを工夫したりして、次の協働に向けて積極的に取り組んでください。 

残念ながら、協働には必ず成功するという画一的な方法はありません。 

目的達成に向けて、個々のＮＰＯと一緒にひとつひとつ積み上げ、経験していくすべての過程が一番役に立

つ「協働マニュアル」であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の引継ぎについて  

ＮＰＯから「異動等で行政の担当者が変更になった場合の引継ぎをきちんとして欲しい。担当

者によっていうことが違う。」という声をよく聞きます。 

数カ年の継続実施を前提とした事業であっても、単年度ごとの契約であれば事業成果や進捗状

況により、事業内容の見直しが生じる場合もあります。 

また、決裁ラインや担当者が変われば、事業を新たな視点から見直すことにより、変更が生じ

ることも想定されます。 

次年度の担当者にきちんと引継ぎを行うことは当然のことですが、協働相手に対しては、次年

度の事業については、見直しや変更があり得ることも十分に説明し、不要な混乱や誤解を生じる

ことのないように注意してください。 

また、新たに協働事業の担当者となった場合は、早めにＮＰＯと打ち合わせを行い、お互いが

納得のうえで、速やかに事業執行に取りかかれるよう、配慮してください。 

気をつけましょう 
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（１）行政の施策 

行政の施策は、それぞれに掲げている基本目標の実現をめざして策定された長期・中期・短期の計画や指針

等によって展開されます。 

大分県では、県政の基本目標である「県民とともに築く「安心」「活力」「発展」の大分県」の実現に向けて、

県政運営指針として大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」が策定されています。 

この長期総合計画と連動して、「大分県行財政高度化指針」や「県政推進指針」が定められているのです。 

また、福祉や子育て、防災等のそれぞれの分野において、計画や戦略が定められている場合もあります。 

各部局の事業は、すべてそれらの計画や指針、戦略に沿って組み立てられており、その実施に関する手続等

が、各法令や県の条例、規則、要綱等によって規定されています。 

行政に対して政策提言や事業提案等を行う場合は、それらの計画や指針、戦略を踏まえたものであると同時

に、法令や条例、規則等の規定に違反していないことが重要になります。 

 

（２）予算の主な原則 

行政の財政は、住民が財政をチェック、コントロールしなければならないという考え方により、予算に基づ

いて運営されています。 

予算の主な原則には、次のようなものがあります。 

また、適正な予算執行のためには、法令や条例、規則等に基づいた手続や処理が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 行政との協働を進める前に 

行政の特性を知りましょう    

《 会計年度独立の原則 》 

一般的な行政の予算は、その年の４月１日から翌年３月３１日までの収入（歳入）と支出（歳出）で

成り立ち、原則としてその年度を超えることはできません。 

《 予算の事前議決の原則 》 

予算は、その年度開始前に議会の承認を得る必要があります。年度の途中に予算が必要となった場合

も、議会の承認は必要です。今、事業を執行する必要があるからといって、直ちに予算がつくことは

ありません。 

県では、１０月頃に翌年度の当初予算編成方針が示され、各部署から予算要求されます。 

その後、財政担当部の査定を経て、翌年度予算案として２～３月に開催される県議会に提案・可決後、

翌年度予算として成立することになります。 

《 予算公開の原則 》 

行政の予算の内容は、住民に対してすべて明らかにする必要があります。 

Ⅲ 協働事業の進め方（ＮＰＯの皆様へ） 
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（３）行政の組織 

行政の組織は、地方自治法に基づいて自治体ごとの組織条例や規則で定められています。 

それぞれの部署で行う業務も細かく規定されていますので、事業に関する相談や提案を行う場合は、その事

業の担当部署を事前に調べておきましょう。 

※ 県の組織ごとの業務は、県ホームページの「トップページ」→「組織からさがす所属一覧」からご覧いた

だけます。（ http://www.pref.oita.jp/soshiki/ ） 

また、担当部署がよくわからない場合は、行政の市民活動担当窓口や中間支援組織などに相談してください。 

 

（４）「文書化（明文化）」について 

書類作成は、行政と協働する上で、重要な業務です。 

組織、特に行政においては、業務上の情報伝達や意思決定、報告等はほとんど文書で行われ、回覧や決裁と

いう所定の手続の後に、一定期間保存されます。文書化することにより、組織として事業の目的や目標、取組

状況、事業結果等を共有することが可能となるのです。 

また、行政の財源が税金であるため、事業実施には高い透明性が求められ、県民に対する説明責任が生じま

す。そのためにも、文書化することがとても重要になります。どんなに活動内容がすばらしく成果を上げたと

しても、適正な書類作成や事務処理が行われていなければ、行政との協働はうまく進みません。 

ＮＰＯにとって、行政で必要とされる手続や事務処理は、複雑で使用されている言葉もわかりにくいものが

あります。不明な点はそのままにせず、理解できるまで行政の担当者に問い合わせましょう。 

 

 

 

 

協働事業の目的が、次の３項目すべてを満たしているか確認しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働事業の目的    

《 １ 地域社会で必要とされ、地域住民の共感を得るものですか 》 

地域課題の解決方法として地域住民のニーズがあるものでなければ、一定の効果が期待できません。 

自分たちがやりたいことではなく、「地域で本当に必要とされていることか」、「地域住民の共感を得るこ

とができるか」などを検討しましょう。 

《 ３ 行政の施策の方向性に沿っていますか 》 

前ページに記載したように、行政の施策は長期・中期・短期の計画や指針等によって展開されています。

それに沿った目的の事業でなければ、行政との協働は難しいと考えられます。 

《 ２ ＮＰＯのミッションとの整合性は取れていますか 》 

ＮＰＯには、それぞれが達成すべき活動目的である「ミッション（社会的使命）」があります。 

資金不足などを理由に行政と協働すると、本来の活動目的から逸れたものとなり、会員等の理解が得られ

ず、事業実施が困難になる場合もあります。 
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委託者にとって、協働相手が「事業を最後まで遂行できる体制である」ことは、とても重要です。 

そのため、相手に対して行政との協働実績を求めたり、法人格を求めたりする場合もあります。 

任意団体であっても、組織として信頼できる活動実績があり組織体制があれば、行政との協働は可能です。

行政から信頼される事業実績を積み、事業実施体制を整えましょう。 

また、単体のＮＰＯでは人員不足等の理由により実施が困難な場合でも、複数のＮＰＯが協力することによ

って実施が可能となる場合もあります。日頃の活動や、共通の目的を持つ団体により構成された協議会等を通

じて、協働できる団体との信頼関係を通常から築いておきましょう。 

 

 

 

 

行政との協働に向けた準備が整っているか、チェックしてみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備が整ったと思ったら、提案したい事業についての｢事業提案のための事前チェックシート（様式例は 53

～54 ページに掲載）｣を作成してみましょう。このシートは、行政に事業案の相談を行う場合や、企画提案書

を作成する際の事業内容の整理や確認に役立ちます。 

 

。 

 

 

行政と協働する場合、主に次のことに気をつけましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働の体制を整えましょう    

行政との協働の心構え    

◆ 協働事業の目的と団体のミッションとの整合性を重視しましょう。 

◆ 地域とのつながりを重視した、県民の共感を得て参加を促す事業実施を心がけましょう。 

◆ 協働ならではの効果を発揮できる事業実施を心がけましょう。 

◆ お互いの特性と立場を理解し、協力して問題解決のための方向性を検討する姿勢を示しましょう。 

◆ 対等の立場で事業執行できる力（交渉、書類作成、執行管理、会計処理等）を身につけましょう。 

◆ 行政は、「行政との協働を希望する団体ならこのようなことは説明しなくても当然知っているだろう」と

いう前提で話を進めている場合があります。わからないことは、遠慮せず必ず担当者に確認しましょう。 

協働の準備チェック    

□ 社会的ニーズや地域からのニーズがありますか 

□ 行政の施策の方向性に合致していて、行政から求められているものですか  

□ 同等又は類似の活動で最低でも１年以上の実績や一定の成果がありますか  

□ 企画力及び企画提案能力はありますか  

□ 定款やそれに代わるものの定めがあり、組織体制が整備されていますか 

□ 団体の会員が１０名以上いますか 

□ 直接の事業担当者や連絡調整・経理事務、書類作成事務を行える者はいますか 

□ 健全な収支で、適切な会計処理を行っていますか 

□ 事業費の一時的な立て替えに対応できますか 

□ インターネット等を活用した情報発信に対応できますか 

① 活  動 

 

② 実  績 

③ 企  画 

④ 組織体制 

 

 

⑤ 財政状況 

 

⑥ 情報発信 
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協働型委託事業（主に提案公募型委託）を例に、ＮＰＯの協働の流れを説明していきます。（主な流れは10ペ

ージ参照） 

 

企画立案     

 

（１）情報交換及び意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報交換や意見交換には、行政やＮＰＯ等の働きかけによる交流会や審議会等の場で行う場合と、直

接行政の担当課に出向く方法があります。 

 

◎ 意見交換の場に出向く方法 

 

 

 

 

◎ 行政の担当部署に直接出向く方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働型委託事業の流れ 

◆ 具体的に事業が企画立案される段階から、双方が持っている情報や意見を交換することにより、情報共

有や相互理解が進みます。 

◆ 相互理解や情報共有により解決すべき課題の共有化が図れ、質の高い企画立案が期待できます。 

◆ ＮＰＯの専門的知識や技術を活かした事業実施が期待できます。 

◆ 事業実施前にお互いの共通点や相違点を理解することで、事業をスムーズに進めることができます。 

協働相手（行政の部署）を探す 

例えば、「誰もが安全に安心して心豊かに暮らせる活力ある大分県を目指すこと」は、県民すべてに

共通した目的であるといえますが、そのために優先的に解決すべき課題や掲げる目的・目標は、行政

の部署ごとに異なります。 

協働を希望する場合は、県や市町村の各部署の施策の方向性や事業目的等を理解した上で、自分た

ちのミッションとの整合性を考慮して、適切な協働相手を探すようにしましょう。 

協働先がよくわからない場合は、県や市町村の市民活動担当窓口、中間支援組織などに相談しまし

ょう。 

情報交換・意見交換の必要性    

情報交換・意見交換の方法    

◆  行政やＮＰＯが開催する交流会やワークショップに参加する。 

◆ 委員として参画している行政の審議会や懇談会の場で、意見を言う。 
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◆ 訪問のアポイントを取りましょう 

顔なじみであっても時間を要する用件については、事前に連絡して訪問しましょう。 

 

◆ 名刺を準備しましょう 

手作りでもよいので名刺を準備して、先方に訪問者や連絡先を明確に伝えましょう。 

もし名刺が準備できなければ、配付資料などに団体名・所在地、連絡先等を明記しましょう。 

 

◆ 簡潔な説明を心がけましょう 

訪問の目的を明確にし、具体的にわかりやすい説明を行うために、｢事業提案のための事前チェック

シート｣や、団体紹介のための「団体調書」等を様式例を参考に作成・持参し、端的な説明を心がけ

ましょう。 

また、長時間にわたって担当者を拘束することは、できるだけ避けましょう。 

 

◆ 情報収集を心がけましょう 

担当者が持っている情報や意見が協働の参考・ヒントになる場合があります。 

一方的に話すだけでなく、相手の持つ情報を得るように努めましょう。 

 

協働相手と信頼関係を築く 

一度の訪問や面談で、すぐに提案や意見が通る訳ではありません。時期をみて、再度連絡するなどし

て継続的に働きかけましょう。 

また、関係部署が開催するイベントに積極的に参加して、日頃から顔を合わせ、接点を増やすことも

効果的です。 

訪問するにあたって、こんなところに注意しましょう    

協働したい相手が決まったら、一度訪問してみましょう。 

訪問する際は、下記の「訪問するにあたっての注意事項」に気をつけましょう。 

簡潔な事業説明のために３２ページに紹介した｢事業提案のための事前チェックシート｣を、団

体紹介のために「団体調書（様式例は 73 ページに掲載）」を作成し、協働実績や現在の活動内容が

わかる資料等を持参して、担当者に説明するとよいでしょう。 

協働相手と出会う 

 

情報交換や意見交換は、地域課題の解決という共通目的のために、関係者の意見や知恵を出し合う

場です。行政に対して一方的な陳情を行ったり、相手を非難・批判したりすることは控えましょう。 

また、参加者が多い場合は特に簡潔な発言を心がけ、多くの参加者が発言できるような配慮が必要

です。 

気をつけましょう 
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（２）企画提案 

事業の提案方法には、行政からの提案とＮＰＯからの提案の２種類があります。 

多くの場合、どの事業企画を採択するかは、学識経験者や企業、市民活動者、行政等の分野の人達で構成さ

れる審査委員会による書類審査やプレゼンテーションなどにより決定します。 

 

 

 

行政からの提案の場合は、既に事業概要や予算が決定している場合がほとんどです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画提案書を作成する 

行政から示された「ヽヽヽ委託事業 企画提案募集要項」等をよく読んで、内容を十分に理解しましょう。 

企画提案書を作成する時は、次の点に注意してください。 

◆ 規定の応募様式で作成する。枚数は必要以上に増やさない。 

◆ 文体は簡潔にし、誰もがわかりやすく読みやすいものにする。 

◆ 事業目標は、具体的に数値などでわかりやすく設定することを心がける。 

◆ 実現可能な事業内容とする。 

◆ 事業予算の内訳はできるだけ詳細に記載して、予算から事業実施内容や期待される成果がわかるよ

うに作成する。（事業経費の積算については45～48ページ参照） 

◆ 事業内容や対象経費等の不明な点は、行政の事業担当者に問い合わせて確認する。 

事業の企画段階からの協働についての課題  

協働事業を実施したＮＰＯから、「事業実施の企画段階から意見交換ができれば、もっと

事業がやりやすかった」、「他によい方法もあったのに」という声をよく聞きます。 

実際には、行政が事業企画を考える段階では、事業自体の実施が未定である場合が多く、

ましてや受託者を確定することはできません。 

そのため、事業実施を前提とした企画の打合せ等が困難になります。 

まずは、「事業案について広く関係者で情報共有や意見交換を行う」、または「事業実施

アイディアを提供してみる」というスタンスから始めてみてください。 

また、事業実施が確定している場合は、事業内容についてよい提案があれば、契約締結前

に行政の担当者に相談してみましょう。 

行政は、「ヽヽヽ委託事業 企画提案募集要項」等で、事業の目的や課題、応募資格、委託金額や事業対象

経費、委託期間などの要件を示し、ＮＰＯからの事業企画を募集します。 

その事業の企画を検討する場合、次の点に注意してください。 

◆ 提案事業の目的や目標が、団体のミッションとの整合性がとれたものか 

◆ 提案事業の実施について、会員や職員等の合意・協力のもとに、確実に事業実施できる体制が整え

られるか 

行政からの企画提案の募集を受けて検討する 

行政からの提案    
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ＮＰＯから事業案を提案する場合、その年度の予算は既に決まっているため、災害等の特に緊急性が

認められない限り、翌年度に実施される事業対象となります。 

通常であれば１０月頃までに翌年度事業として検討・協議が進み、必要と認められれば予算要求の対

象となります。 

ただし、予算化（事業化）されたとしても、その内容によって他の団体でも実施可能であると判断さ

れれば、公平性の求められる行政では、広く事業実施団体を求めることになります。 

提案団体が自ら実施するためには、他の団体には真似のできない専門性の高い事業企画や、この団体

（人材）でなければ実施できない独自性を持つ企画であることが重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画審査では、よくプレゼンテーションが実施されます。 

プレゼンテーションは、団体の熱意や意欲を直接伝えることができる重要な場でもあります。 

大事なことは、事業により達成できる目的・目標や事業内容・期待される成果を、決められた時間の中で

わかりやすく審査委員に伝え、印象づけることです。 

必要以上に団体紹介や通常活動の紹介などに時間を費やさず、限られた貴重な時間を有効に活用して、事

業のアピールを行ってください。 

プレゼンテーションの注意事項 

企画内容を改善する 

企画が採択された場合でも、審査員の意見などで事業内容の見直しが生じる場合があります。 
担当者とよく話し合って理解した上で、事業を実施しましょう。 
また、企画が採択されなかった場合でも、できれば後日行政の担当者から、改善点やよかった点などを聞

いて内容をブラッシュアップし、次の企画提案の機会に備えましょう。 

企画提案書の提出期限を厳守する 

どんなにすばらしい企画でも、応募の提出期限が過ぎては受け付けてもらえません。提出期限には、「締

切日必着」や「郵送の場合は消印有効」の場合もありますので、募集要項等でよく確認しておきましょう。 

事業案を作成する 

団体の特性を活かした事業案を行政に提案しましょう。 

事業案を作成する時は、次の点に注意してください。 

◆ 事業の目的が、行政の施策の方向性と合致しているか。 

◆ 地域社会からのニーズがあるものか。 

◆ 事業効果の広がりが期待できるか、より多くの県民が受益者となれるか。 

◆ 事業の継続が見込めるか。 

◆ 実現可能な事業内容であるか。 

ＮＰＯからの提案    
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事業企画は、自分たちのミッションに沿ったものを日頃から考えておくと、募集があ

った時に慌てずにすみます。その際には、３２ページで紹介した｢事業提案のための事前

チェックシート｣等を活用する方法もあります。 

また、企画が採択されなかった場合でも、改善点等を反映させて保存しておき、次の

応募の機会に更に修正・改善して活用しましょう。 

ポイント 

 

「県政への提言」 制度をご存じですか？  

県（広報広聴課）では、県政に県民の皆さんの声を反映させるため、様々な方法で県政に

対するご提言等を募集しています。 

いただいたご提言は、それぞれの担当部署において、県政に反映できるかどうか検討し、

原則として文書でご提言を寄せていただいた皆さんに回答しています。 

詳しくは県ホームページをご覧ください。 

※「トップページ」→「組織から探す所属一覧」→企画振興部「 広報広聴課」→ 

ピックアップメニュー「県政への提言」からご覧いただけます。 

     （ http://www.pref.oita.jp/site/koucyou/ ） 

予算化、事業実施の申込・承諾 

必要と判断された提案は、予算化・事業化が進められます。 

しかしながら、予算要求や査定、議会での審議等を経る過程で提案内容が変更される場合があります。 

事業提案は、あくまで事業アイディアの提案と捉えましょう。 

予算が成立した事業は、*行政から契約の誘引があり、ＮＰＯが申込、行政が承諾することにより、事業

実施に向けた準備に取りかかります。 

* 他の団体でも実施可能な事業であると判断されれば、公平性の観点から広く事業実施団体を求めるこ

とになりますので注意してください。 

提案・協議する 

行政の担当部署に事業提案します。担当部署は、事前に確認しておきましょう。 

担当部署がわからない場合は、行政の市民活動担当窓口や中間支援組織等に相談しましょう。 

また、提案してもすぐに受け入れられるとは限りません。そのためにも、日頃から信頼関係を構築してお

くことは重要です。 

提案内容の協議については、行政からの提案や要望等も考慮して、柔軟に対応しましょう。 

ただし、事業資金の確保を優先するあまり、団体のミッションに沿わない提案等を受け入れないよう、注

意してください。 
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実  施    

 

（１）事前協議 

契約締結に向けて事業目的や目標、実施内容、スケジュール等について、行政と確認・協議してください。 

協議事項をチェックシート等（様式例は 55～56 ページに掲載）にして、協議終了後も互いに共有しておく

と、その後の協働がスムーズに進みます。 

委託料の支払方法等、契約条項に要望がある場合は、この時に十分協議してください。 

企画提案内容に変更が生じている場合もありますので、その内容を十分に理解し、納得したうえで、契約締

結に向けた手続を進めるよう、注意してください。 

特に行政との協働が初めての場合は、行政の手続がよく分からなくても当たり前のことです。不明な点は曖

昧にせず、必ず確認するようにしましょう。 

また、協働には交渉力も必要とされます。相手から与えられる情報や説明を待つだけでなく、積極的な提案

や協議を心がけましょう。 

 

 

 

企画提案書に添付した予算書をもとにして、事業実施に向けた経費の積算を行いますが、原則として、

提出した予算書の額を上回ることはできません。 

実施に向けて行政の担当者と相談・協議し、事前協議の内容を踏まえて、具体的かつ適切な積算とな

るように組み立てます。 

主な経費科目については、４６～４７ページをご覧ください。 

 

 

 

◎ 連絡の取れる体制を整える。 

「ＮＰＯとの協働に関するアンケート調査」において、「ＮＰＯと協働した際、やりにくかったこと」

の１つに、「連絡が取れない」が挙げられています。 

常勤の職員がいない、専用の事務所を構えていない、日中は別に勤務先があってＮＰＯ活動ができ

ない等のＮＰＯならではの事情も想定されますが、「連絡が取れない」では協働相手としての信頼を得

ることはできません。 

緊急連絡先として複数の担当者を設定したり、携帯電話やメールを活用したりして、必ず連絡が取

れる体制を整えてください。 

 

◎ フォローアップ体制を整える。 

ＮＰＯの課題に、活動現場や事務局のスタッフ不足があります。 

そのため、スタッフの病気などの不測の事態により、事業執行が困難になることもあります。 

しかしながら、事業は団体として受託しているもので団体には最後まで遂行する責任があります。 

あらかじめ、問題が生じた時に対応できるフォローアップ体制を整えておきましょう。 

また、受託団体だけで対応できない場合は、日頃から交流のある他のＮＰＯと協働して遂行すると

いう方法も考えられます。 

 

連絡・執行体制の整備    

事業経費の積算    
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（２）契約の締結 

通常、契約書は行政側が作成します。契約書に記載されている内容のすべてに目を通し、わからない点や疑

問がある場合は、必ず行政の担当者に問い合わせて、十分理解・納得のうえ、契約してください。 

契約締結後には、受託者としての責任が生じます。契約が履行できなかったり契約内容に違反する行為があ

ったりすると、損害賠償の対象となる場合がありますので十分に注意してください。 

 

 

 

「委託契約方法」を確認しましょう。行政との委託契約の多くは、次のいずれかに該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １万円以上の請負契約書は印紙税の課税対象です。団体が行政に渡す契約書には、契約金額によって定

められた額の収入印紙の貼付・消印が必要となります。（行政が作成した契約書は非課税です。行政が

団体に渡す契約書には収入印紙の貼付は必要ありません。） 

※ 請負委託契約は、ほとんどの場合特定非営利事業でも収益事業に該当しますので、該当の有無を必ず事

業実施前に税務署に確認しましょう。 

 

 

 

◆「仕様書」の内容は、しっかり確認しましょう。 

 契約書に添付された仕様書は、委託事業の内容を具体的に記載した書類で、契約内容の一部です。 

   すべての項目に必ず目を通して、履行しなければならない事業内容を正確に把握してください。 

   また、仕様書の内容を一方的に変更して実施することはできません。 

変更が見込まれる場合は、必ず事前に行政の担当者に相談し、所定の手続を行ってください。 

 

◆「予算の内訳」は必ず確認しましょう。 

委託契約書に記載されている予算の内訳は、必ず確認してください。 

予算も契約内容の一部です。委託者（行政）の承諾なく変更すると事業経費として認められない場

合があります。変更が見込まれる場合は、必ず事前に行政の担当者に相談し、了承を得てから所定

の手続を行った後に実施してください。 

 

委託契約方法の確認    

《 精算を伴う委託契約 》 

精算を伴う契約とは、契約条項に事業完了後の受託者からの実績報告書の提出を義務づけるとと

もに、委託者が実績報告書をもとに委託料を確定することを定めた契約のことです。 

一定の業務の遂行を第三者に委託する「ヽヽヽヽ業務委託契約」と呼ばれる場合に多く用いられ、

受託者は「業務の遂行」行為という過程に対して責任を果たすことが求められます。 

《 請負委託契約 》 

請負とは、受託者が「ある仕事の完成」を約束し、委託者がこれに報酬を支払うことを約束する

ことによって成立する契約です。 

受託者は結果責任を果たすことが求められますが、その遂行過程については一任されます。 

委託料については、委託金額は確定しており、受託者の努力により実際には低いコストで仕事が

完成しても、委託料は減額されません。 

仕様書等の確認    

-39-



 

 

 

「委託料の支払方法」には、概算払と精算払があります。必ず契約前にどちらの支払方法なのか確認

しましょう。 

概算払でも、状況によっては団体がある程度の資金を準備しなければならない場合もあります。 

委託料の支払時期は、きちんと把握しておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「再委託等の禁止」の条項を確認しましょう。 

 業務を第三者に再委託する場合の規定です。 

再委託を想定している場合は、必ず条項の確認を行ってください。 

 

◆「委託業務の調査等」が行われる場合があります。 

   委託者（行政）が必要と認める場合、受託者（ＮＰＯ）に対して委託業務の処理状況について、調

査し、報告を求めることができます。事業の執行管理は、日々適切に行いましょう。 

 

◆「成果物の著作権」の条項を確認しましょう。 

著作権法第２条第１項第１号でいう著作物としての成果物がある場合は、成果物の著作権（財産権）

や著作者人格権の取扱いについて定められているか確認してください。 

 

◆「第三者への損害の負担」が生じます。 

    委託業務の処理に関して発生した損害について定めていますので、必ず確認してください。 

通常は委託者（行政）に責任がある場合を除いて、原則として受託者（ＮＰＯ）の負担となります。 

 

◆「機密の保持、個人情報の保護」が義務づけられます。 

    業務の遂行上、知り得た機密情報や個人情報の取扱いについての条項又は特約が定められています。

情報の取扱いには特に注意が必要です。 

 

 

 

《 概算払とは 》 

契約締結後、支払期限が到来する前で、かつ債権金額（この場合は委託料）の額が確定して

いない場合に、受託者に対して全額またはその一部が支払われるものです。 

概算払には精算手続があり、残金が生じた場合は、返納しなくてはいけません。 

また、原則としてその金額を超えた支出に対する支払はありません。 

《 精算払とは 》 

報告書が提出され、履行が確認された後に支払われますので、事業執行に必要な費用は、団

体が事前に準備する必要があります。 

委託料の支払方法の確認    

その他契約条項の確認    
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（３）事業費の執行管理等 

事業費については、収入や支出があった都度、必ず経費区分ごとにエクセル等で作成した「ヽヽヽヽ事業執

行管理表（任意様式）」等に記載し、各経費区分の予算額を超えないように常に注意しましょう。 

予算額（経費区分含む）に増減が生じると見込まれる場合は、すぐに行政の担当者に相談しましょう。 

 

 

 

すべての収入や支出には、必ず何らかの根拠が必要です。 

たとえば、スタッフの給与やアルバイト代（人件費）であれば団体が定めている給与規程であり、旅

費であれば旅費支給規程などです。講演講師の謝金や旅費など団体で特に規程を定めていない場合は、

伺い定め等の組織の意思決定を行ってください。 

ただし、事業によっては団体の規程を適用できない場合もありますので、事前に行政の担当者に確認

しましょう。 

 

 

 

事業執行に伴う見積書や請求書、領収書等は台紙等に貼付し、できるだけ事業ごとにまとめて管理し

ておくと、後日の行政による検査や監査の対応が楽になります。 

また、事業によっては事業報告書の提出時に、領収書等のコピーを提出する場合があります。 

すべての記載内容が確認できるコピーがとれるよう、領収書等が重ならないように注意して台紙に貼

付してください。 

 

（４）事業遂行中の協議及び情報共有 

契約が締結されると、事業実施が可能となります。 

次の事項に注意して事業を進めると、よりよい協働が期待できます。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 一方的に事業を進めないようにしましょう 

行政担当者には、事業スケジュールを連絡して、できるだけ現場への参加を促しましょう。 

ただし、行政担当者はあくまで委託者であって事業実施者ではありません。業務の割り当て等の過度

な依存は避けましょう。 

◆ 役割分担を明確にしましょう 

協働では、互いの弱みや限界を理解したうえで、過度に相手に依存することなく、責任を持ってそれ

ぞれの強みを活かす役割分担を行うことが重要です。 
そのためには、当初から互いの分担内容を明確にし、共有する必要があります。 

 

事業関係書類の印鑑について 

契約書も含めて、県に提出する事業関係は、代表者印の押印が必要となります。 

代表者印は、「特定非営利活動法人ヽヽヽヽ理事長印」等と刻印している印鑑です。 

気をつけましょう 

収入・支出の根拠となる規程等の整備    

領収書等の整理    
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（５）事業内容の変更 

事業内容の変更が必要と思われる場合は、必ず事前に行政の担当者に連絡し、協議する必要があります。契

約書の内容を一方的に変更したり、または未実施が生じたりした場合は、契約違反となりますので注意してく

ださい。 

ただし、契約条項に「軽微な変更」について明記されている場合は、契約変更が伴わない場合もありますの

で、どのような場合に該当するか、行政の担当者に確認しましょう。 

 

（６）事業実績報告書 

成果物のない委託の場合、多くの場合は毎月の業務報告書や委託業務が完了したときに実績報告書等を提出

します。 

提出しなければならない書類や必要な手続は、契約書に記載されていますのでよく確認してください。 

実績報告書には、仕様書に記載されている業務について、確実に実施したか、成果はどうであったか等を客

観的に判断できるように、具体的かつ簡潔に、数値などを活用して明確に記載することが重要です。 

また、事業執行において工夫したことや効果のあったこと、問題点や課題、今後の展開などをわかりやすく

記載してください。事業で作成した資料やチラシ、イベント時の写真などを添付すると、事業内容をよりわか

りやすく伝えることができます。 

 

 

 

 

 

協働相手からの電話（着信履歴）やメールには、すぐに返信してください！ 

携帯電話やインターネットの普及により、協働相手から連絡があったことは、チェックすれば

必ず確認できるはずです。「忙しい」、「気がつかなかった」から連絡しなかったでは、協働相手

からの信頼を得ることはできません。 
メールの場合は特に、即答できない場合でもとりあえず「内容を確認した旨」の返信メールを

送りましょう。 

気をつけましょう 

ＮＰＯの役割として事業実施は当然のことですが、その他「団体のホームページやフェイスブック

等を活用した具体的な事業内容の周知」、「情報共有や意見交換の調整」、「行政が必要と思われる地

域や活動現場における情報の提供」等が考えられます。 

◆ 何事も事前に相談しましょう 

事後相談や事後報告では、行政も対応できない場合があります。相談は必ず事前に行いましょう。 

◆ 定期的に事業の進捗状況を連絡しましょう。 

行政の担当者には、特に問題や相談事項がなくてもメール等を活用して進捗状況の定期報告を行い、

情報共有に努めましょう。 

◆ 直接顔を合わせる機会を設けるように働きかけましょう 

 行政の担当者からの連絡がなくても、時期を見て情報交換等の場を持つことを提案しましょう。 
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評価・改善・公表    

 

（１）事業の評価及び改善 

事業終了後は、評価シート等を作成し、ＮＰＯと行政の双方による自己評価を行いましょう。 

評価シートの様式例として「協働事業自己評価シート」を５７ページから掲載しています。 

事業成果や意見交換等の状況、役割分担等について、「よくできたこと」の理由や工夫した点を明記するだけ

でなく、「うまくいかなかったこと」についても、その原因や解決すべき課題、今後可能な対応策等を検討し、

引き継いでいくことが重要です。 

それらの評価結果は行政と共有し、継続実施する協働事業の改善や新たな協働事業の構築につなげていきま

しょう。 

 

（２）評価結果等の公表 

評価結果や事業内容、成果等は、ホームページ等を活用して積極的に公表してください。 

公表することで、協働事業の目的や効果について県民に対して説明責任を果たすことができると同時に、県

民からの信頼性がより高まります。 

また、新たな協働につながることも期待できます。 

 

（３）事業終了後の情報共有及び意見交換 

事業終了後も、新たな協働に向けて、情報共有や意見交換を行いましょう。 

定期的に協働相手であった行政を訪れ、事業に関連する情報提供を行ったり、新たな地域ニーズ等の情報提

供を行ったりすることは、今後の行政の事業企画等に役立ちます。 

事業終了後も、協働関係を継続するように心がけてください。 

 

（４）新たな協働へのチャレンジ 

立場や特性が異なる相手との協働は、思った以上に戸惑うことも多く、大変だったと思います。 

特に行政との協働が初めての場合は、行政のいっていること自体の意味がよく分からない、こちらの要望は

聞いてくれず融通が利かない、作成する書類が多すぎて事務処理が大変等々、もう行政とは協働したくないと

思われるかもしれません。 

また、目的や過程の共有、役割分担がうまくいかない、コミュニケーションがうまくとれない等によって、

期待するほど協働の効果が得られなかったかもしれません。 

 

 

事業関係書類の保存年数について 

事業終了後の数年間（概ね５年間）は、行政による調査や検査の対象になる場合があります。 

事業が終了しても５年間（場合によっては７年間）は、関係書類はすべて保存しておいてくだ

さい。保存期間は行政機関や事業ごとに異なりますので、行政の担当者に確認しましょう。 

気をつけましょう 
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協働がうまくいかなかったと感じた事業については、事業の組み立てを検討したり、協働相手へのアプロー

チを工夫したり、時には新たな協働相手を探すなどして、再度行政との協働にチャレンジしてみてください。 

残念ながら、協働には必ず成功するという画一的な方法はありません。 

協働相手と一緒に、ひとつひとつ積み上げ、経験していくすべての過程が一番役に立つ「協働マニュアル」

であるといえます。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続事業の打ち合わせについて  

数カ年の継続実施を前提とした事業であっても、単年度ごとの契約であれば事業成果や進

捗状況により、事業内容の見直し等が生じる場合があります。 

また、行政の意思決定ラインや事業担当者が変われば、事業を新たな視点から見直すこと

による変更が生じる場合もあります。 

異動等で行政の担当者が替わった場合、新旧の担当者が継続事業についてきちんと引き継

ぎを行うことは当然のことですが、場合によっては、次年度事業についての見直しや変更が

あり得ることも十分に理解してください。 

次年度の事業を速やかに実行するためにも、新たな担当者との打ち合わせを早めに働きか

けてください。 

気をつけましょう 
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どのような経費を事業対象経費として計上してよいかは、事業ごとに異なりますので、不明な点は必ず行政の

担当者に確認しましょう。 

 

（１）経費の積算 

◆ 事業実施内容や期待される成果がわかるように、できるだけ具体的に積算しましょう。 

 

 

◆ 経費の積算を行う場合は、必ず事業内容と整合性がとれている必要があります。 

例えば、研修会を３回開催するのであれば、通常、講師謝金や講師旅費、会場借上料等の経費が３回分計

上されているはずです。内容や実施回数等をよく確認しましょう。 

 

 

◆ 消耗品や印刷代等は、発注を予定している事業者から見積を徴収するなどして、実際に必要な経費をでき

るだけ正確に計上しましょう。 

 

 

◆ 実際の事業執行を想定して、必要な経費はもれのないように計上しましょう。 

ただし、委託者（行政）の予算の都合上、すべての経費が認められるわけではありません。 

業務の優先順位を検討し、予算の上限額を超えないように積算してください。 

 

 

◆ 契約締結後は、経費の積算に従って事業執行します。また、一方的な変更は認められません。 

 

 

（２）事業費について 

事務所の電話代やコピー機・パソコンのリース代など、事業執行には必要な経費だけれど、他の業務と明確に

区別できない経費については、事業費として計上できる場合があります。  

どのような経費がどのような積算方法で事業費として計上できるのか、事前にしっかりと行政の担当者に確

認しましょう。 

もちろん、支出の根拠となる証拠書類の提出が求められます。 

証拠書類の提出ができない場合は、事業費としては認められない場合もありますので注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業経費の積算 
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（３）経費科目 

県がよく使用する主な経費科目は、次のとおりです。 

その事業の対象経費として計上できるか、また、科目名や内容についても担当部署や事業によって異なる場

合がありますので、詳細は行政の事業担当者に確認しましょう。 

 

 

主な経費科目について 
 

 

 

 

 

 

 

科目 具体例 注意事項 

賃金（人件費） ・直接人件費 

直接事業を担当する職員やア

ルバイトの賃金など 

・間接人件費 

事務所での連絡業務や会計処

理等、他の業務も行う職員の

賃金 

・賃金単価は、事業で決まっている場合と団体の賃金単価による

場合がありますので、担当者への確認が必要です。 

・他の委託事業を受託している場合、その職員について人件費の

二重払い等が生じないよう、勤務記録表等で明確に業務管理し

ましょう。 

・証拠書類として、勤務記録表、賃金受領書（又は振込確認書な

ど）等コピーの提出が必要です。  

報償費（謝金） 講演講師等への謝金など ・謝金単価は、事業で決まっている場合、団体の規則や伺い定め

による場合があります。また、外部講師の場合は、見積書等に

よる場合もあります。 

・証拠書類として、謝金支払調書（領収書）のコピーや、場合に

よっては見積・請求・領収書等のコピーの提出も必要です。 

旅費 職員や講師等の交通費、宿泊費

など 

・旅費支給規程の整備が必要です。団体の規程を適用するか、事

業ごとに定めるかを、担当者に確認してください。 

・旅費の算定方法は、使用する用具（公共交通機関、車等）によ

り異なります。実費を参考に、極端に過不足が生じないように

気をつけましょう。 

・証拠書類として、旅費計算書及び受領書、又は旅行代理店の見

積・請求・領収書等のコピーの提出が必要です。 

需用費 

 

短期間又は１度の使用で使い果

たす物品等の経費 

購入する物品が消耗品に該当す

るかどうかは、事前に担当者に

確認してください。 

・証拠書類として、多くの場合、見積・請求・領収書（又は振込

確認書など）等のコピーの提出が必要です。 

・事業費で計上する場合、その事業で購入した物品だけの証拠書

類が必要な場合がありますので、事前に担当者に確認してくだ

さい。 
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科目 具体例 注意事項 

需用費   

 

 

 

消耗品費 

 

文具類、コピー用紙、講習会のテキ
スト代、講演会の横断幕、演台の花
代など 

 

燃料費 

 

ガソリン代など ・公私の区別が難しい自家用車（私用車）に対する経費や、
他の事業にも使用している団体名義の車に対する経費は
認められない場合がありますので担当者に確認してくだ
さい。 

食糧費 会議等のお茶やコーヒー代、講師の
昼食代（弁当代）など 

・飲食については、対象経費とならない場合が多いため、必
ず担当者に確認してください。 

印刷製本

費 

コピー代、パンフレット等の印刷代、
写真の現像・焼付代など 

・需用費の印刷代は、原稿が作成されており、単に印刷する
場合です。 

光熱水費 電気・水道・ガス使用料など ・施設の指定管理等、事業実施に必要な場合に対象となりま
す。 
対象経費として計上できるか担当者に確認してください。 

修繕料 備品や施設の修繕料など 
本体の維持管理や現状復旧が目的 

・証拠書類として修繕の前後の写真が必要です。対象経費と
して計上できるか担当者に確認してください。 

役務費 

（えきむひ） 

受けた人的なサービスの提供に対し
て 
支払う経費 

・証拠書類として、多くの場合、見積・請求・領収書（又は
振込確認書など）等のコピーの提出が必要です。 

 通信運搬

費 

 

電話代、インターネット加入料及び
使用料、切手代、宅配便料金など 

・電話代やインターネット経費など、他の業務と明確に区別
できない経費については、当該事業に利用した割合等で算
出して計上できる場合があります。担当者に確認してくだ
さい。 

手数料 試験や検査、鑑定等の手数料、口座
振込手数料など 

 

筆耕翻訳

料 

筆耕や翻訳、通訳料など  

保険料 レクリェーション保険料など  

委託料 仕様に基づいて、製造や業務を委託
するもの 

・再委託については、認められない場合もありますので、必
ず担当者に確認してください。 

・証拠書類として、見積・請求書だけでなく、契約書が必要
な場合もありますので、担当者に確認してください。 

使用料及び 

賃借料 

不動産の賃借料、会場借上料、レン
タカー代、機器のリースやレンタル
料、有料道路通行料、駐車場代、施
設入場料など 

・有料道路通行料、駐車場代などは、規程により旅費に含め
てよい場合もありますので、担当者に確認してください。 

・証拠書類として、多くの場合、見積・請求・領収書（又は
振込確認書など）等のコピーの提出が必要です。 

備品購入費 比較的長く使用し、保存できる物品
の経費 

・長期の使用が可能である性質上、対象経費として認められ
ない場合も多いため、担当者に確認してください。 

・購入した場合、事業終了後の管理等についての規程が必要
です。 

・事業によっては、一定期間、使用の目的や処分などの制限
がある場合がありますので、担当者に確認してください。 

・証拠書類として、多くの場合、見積・請求・領収書（又は
振込確認書など）等のコピーの提出が必要です。 

負担金、補助 

及び交付金 

特定の事業等に対して負担・補助・
交付する経費 

・支出にあたっては、条件や基準、手続等に関する規程等を
定め、報告を求め、成果等を公表する必要も生じる場合も
あります。 
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（４）消費税の取扱い 

事業経費を積算する場合、団体が免税事業者であるか課税事業者であるかによって、消費税の計上方法が異

なりますので注意してください。 

 

◆ 消費税の考え方 

委託事業は、消費税法上の役務の提供に相当しますので、原則として事業経費全体が課税対象となります。 

ただし、受託者が消費税法上の免税事業者の場合は、消費税は加算されません。 

 

◆ 計上方法 

① 免税事業者の場合 

・人件費などの消費税が含まれていないものについては、その金額をそのまま事業費に計上します。 

・消耗品費や印刷製本費など、すでに消費税が含まれているものについては、消費税込みの金額を事

業費に計上します。 

・事業費の総額に対する消費税の加算は必要ありません。 

 

② 課税事業者の場合 

・人件費などの消費税が含まれないものについては、その金額をそのまま事業費に計上します。 
・消耗品費や印刷製本費など、すでに消費税が含まれているものについては、消費税分を減額して事

業費に計上します。 
・この事業費の総額に対して、消費税を加算します。 
なお、請負等金額が確定している契約については、事業費の総額に対して消費税を加算します。 

 

◆ 具体例 

    例えば、次のような経費内訳の事業を行う場合、免税事業者と課税事業者の積算は次のようになります。 

    

人件費  ３００，０００円 

消耗品費  ５５，０００円（消費税 ５，０００円含む） 

印刷製本費１１０，０００円（消費税１０，０００円含む）   

※ 消費税率は１０％としています。 

また、消費税額の算出については、小数点第一位以下を切り捨ててください。 

 

○ 免税事業者の場合           ○ 課税事業者の場合 

科 目 金 額  科 目 金 額 

人件費 ３００，０００ 人件費 ３００，０００ 

消耗品費 ５５，０００ 消耗品費 ５０，０００ 

印刷製本費 １１０，０００ 印刷製本費 １００，０００ 

事業費小計 ４６５，０００ 事業費小計 ４５０，０００ 

消費税  － 消費税 ４５，０００ 

総 計 ４６５，０００ 総 計 ４９５，０００ 

消費税の計上方法等についての不明な点は、最寄りの税務署に相談しましょう 
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事業終了後の調査や検査等に協力してください    
 

事業によっては、事業後数年が経過しても行政による調査や検査が行われる場合があります。 

関係書類は、すべて定められた期間は保管してください。保管期間が分からないときは、行政の事業担当者

に確認しておきましょう。 

   また、調査や検査が直接委託団体の事務所で実施される場合もありますので、協力をお願いします。 

 

 

税務署に相談しましょう    
 

ＮＰＯ法人が収益事業を行った場合は、法人税が課税されます。 

「ＮＰＯ活動だから税金はかからない」、「行政との契約だから税金はかからない」という考えは間違いです。

収益事業に該当するかどうかの判断は、税務署が行います。事業実施前に、税務署に相談しておきましょう。 

また、原稿料や講演料等を支払った場合、源泉徴収が必要な場合もありますので税務署に確認しましょう。 

思わぬ課税に慌てることがないよう、思い込みは避け、曖昧な点は事前にきちんと税務署に相談することが

重要です。 

 

 

雇用関係の手続はお済みですか？   
 

労働者を雇用した場合、所定の事項を記載した労働契約を締結しなければいけません。また、労働基準監督

署や公共職業安定所、年金事務所等への届出が必要になる場合があります。 

雇用関係の手続を行うことは、事業主として当然の義務ですので、適正な処理を行ってください。 

事業に伴う雇用の場合は、雇用関係書類の写しの提出が求められる場合もありますので、手続に遺漏のない

ように注意してください。 

 

 

   協働事例は積極的に公開しましょう    
 

行政は、委託事業実施を検討する場合、その事業を実際に実施できるＮＰＯ等があるかを調べる場合があり

ます。団体のホームページ等も参考としますので、協働実績や組織運営状況、財政状況等は、積極的に公開し

ましょう。 

大分県の公式ポータルサイトおおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」（次ページ参照）も情報開示に効果的です

ので、積極的に活用してください。 

また、団体が積極的に情報開示することで、ＮＰＯに対する社会的信頼性も高まり、協働の拡大が期待でき

ます。 

 

 

 

４ その他の注意事項 
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おおいたＮＰＯ情報バンク「おんぽ」を活用しませんか？   
 

「おんぽ」（ https://www.onpo.jp ）は、県が運営・管理しているポータルサイトです。 

                        

（１）「おんぽ」の主な特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）イベント情報等の発信方法 

「最新情報」と「イベント情報」からの情報発信は、おおいたボランティア・ＮＰＯセンターと県民活動支援

室が行っています。 

イベント情報や助成金募集、事業公募情報等を掲載したい場合は、パンフレットや募集案内等のデータを準備

のうえ、おおいたボランティア・ＮＰＯセンターまたは県民活動支援室に連絡してください。 

また、掲載情報は、翌週のメールマガジンによって発信されます。 

団体登録をしていなくても、ＮＰＯ・ボランティア関連情報であれば情報発信できますので、気軽にご利用い

ただけます。      

 

（３）「おんぽ」の活用 
「おんぽ」を効果的に活用して、積極的な情報発信・情報収集を行ってください。 

登録や活用方法でご不明な点は、おおいたボランティア・ＮＰＯセンター、または県民活動支援室にお問い合

わせください。 

 

 

 

 

・団体情報（定款、事業報告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録等）が確認できます。 

・行政の事業公募情報や企業等の助成金情報をお知らせします。 

・団体の活動やイベント情報が発信できます。 

・メールマガジン「週イチくん」によって、ＮＰＯ関連情報をお届けします。 

Ⅳ その他 

団体の情報開示レベルを「★★★」～「★」でわかりやすく表示！ 

★が多い団体ほど、社会から信頼を得るために必要な情報を提供している団体とい

えます。（任意団体も同じです。） 

積極的に情報開示を行って、★の獲得をめざしましょう！ 

ポイント 
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（３）メールマガジン「週イチくん」の利用方法   

おんぽのメールマガジン「週イチくん」は、ＮＰＯに関する最新の情報をわかりやすくコンパクトにまとめて、

登録者に発信しています。 
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 参考例    

 

  よく活用する様式等の主なものを掲載しています。必要に応じて利用してください。 

また、ここに掲載しているものはすべて参考例ですので、事業にあわせて修正して使用してください。 

◆ 参考例一覧 

 参考例 作成者 活用方法 ページ 

 

１ 

 

 

事業提案のための事前チェックシート 

 

ＮＰＯ 

・行政に事業案の説明に行く時に渡す 

・企画提案書作成前の事業整理のために作

成する。 

53～54 

２ 事業実施のための協議事項チェックシート 
行政及び 

ＮＰＯ 

・契約締結に向けた事前協議における確認

項目として 
55～56 

３ 協働事業自己評価シート（中間・最終） 
行政及び 

ＮＰＯ 

・事業終了後の自己評価として活用、中間

のふりかえりにも活用できる 
57～59 

４ 

・ヽヽヽヽヽヽ委託事業 企画提案募集要項 

・ヽヽヽヽヽ業務仕様書 

・提出書類の記入上の注意事項 

行 政 ・行政が事業企画提案の募集を行う時 

60～65 

66 

67～68 

５ 
【 応募書類 】 

事業応募書 
ＮＰＯ         〃      69 

６ 
【 応募書類 】 

事業企画提案書 
ＮＰＯ         〃 70～72 

７ 
【 応募書類 】 

団体調書 
ＮＰＯ         〃  73 

８ 
【 応募書類 】 

役員・職員名簿 
ＮＰＯ         〃 74 

９ 
【 応募書類 】 

団体目的等についての確認書 
ＮＰＯ         〃 75 

１０ 

【 応募書類 】 

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない

者等に該当しないことを確認した旨の書

面 

ＮＰＯ         〃 76 

１１ 
ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技審査 

委員会設置要項 
行 政 ・企画提案書の審査のため 77 

１２ 
ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技審査 

について 
行 政 ・企画提案書の審査のため 78～79 

１３ 委託契約書（精算を伴う委託） 行 政 ・契約締結時 80～83 

１４ 委託契約書（請負契約） 行 政 ・契約締結時 84～87 
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１ 事業提案のための事前チェックシート （作成者：ＮＰＯ） 

 

事業提案のための事前チェックシート 

作 成 日     年   月   日 

団 体 名  

協 働 相 手 

（県・市町村担当部署等） 

※ これまでの協働実績から、協働相手として想定される相手をすべて記載 

 

事 業 名 
※ わかりやすい、事業内容が推測しやすい、長すぎない、インパクトがある名称が効果的 

 

協働の手法 □ 委託   □補助   □共催   □後援     □その他（                   ） 

事業実施期間     年  月  日 ～   年  月  日までの約  カ月間 

事 業 費 円 

 

Ⅰ 事業概要について 

① 事業の目的やテーマ（ねらい）について  

 

 

② この事業で解決しようとする地域（社会）の現状や課題等について 

 

 

③ その課題の解決の必要性（緊急性）等について 

 

 

④ その課題の解決等のために行う事業内容について（簡潔に記入） 

【対象者】 

【事業内容】 

 

 

 

 

⑤ 具体的な事業目標について（数値等により具体的に記入） 

 

 

⑥ 期待される事業成果や効果について 

 

 

⑦ 協働することによる事業効果、または行政に期待すること 
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Ⅱ 特記事項について 

 

Ⅲ 事業実施に伴う確認事項について 

① 事業目的について  

□ 地域住民や地域社会からのニーズはありますか？ 

□ ＮＰＯのミッションに合う事業目的や内容ですか？ 

□ 行政の施策の方向性に沿っており、行政からのニーズはありますか？ 

② 協働の必要性について 

□ 協働により、ＮＰＯが期待する事業効果は高まりますか？ 

□ 協働に伴う義務を十分に理解していますか？  

③ 事業の実現性について 

   □ 本当に実施可能な事業内容ですか？ 

④ 事業の自立性について 

□ 協働事業終了後も自主事業として事業の継続や発展が期待できますか？ 

⑤ 事業遂行体制について 

□ 事業実施について、会員や職員等の同意を得ていますか？ 

□ 事業遂行に必要なスタッフの体制（執行管理、事業実施、書類作成等事務処理、経理事務等）を整えるこ

とができますか？ 

□ スタッフの病気などの不測の事態が生じた時のフォローアップ体制を整えることはできますか？ 

⑥ 資金調達について 

□ 委託料の支払時期等の関係で団体が事業資金を準備する必要が生じた場合、資金調達は可能ですか？ 

□ 事業資金の調達が必要となった場合、その準備について会員等の同意を得ることができますか？ 

⑦ その他 

□ 関係する行政との信頼関係は構築されていますか？ または、今後、構築は可能ですか？ 

□ 団体関係者以外にも、事業への協力や支援を行ってもらえる他の団体や個人、中間支援組織等の心あた

りはありますか？ 

 

 

 

 

 

※ 事業の特徴やPRポイント、注意事項などを簡潔に記載してください。 
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２ 事業実施のための協議事項チェックシート （作成者：行政とＮＰＯの協議） 

 

事業実施のための協議事項チェックシート 

事業名 
 

 

 

 

 

 

行 

 

政 

所  属 
 

 

 

 

 

 

Ｎ

Ｐ

Ｏ 

団 体 名 
 

 

所属電話  事務所電話  

担当者氏名  

担当者氏名 

(正) 

(副) 
担当者メール 

 

担当者 

メール 

 

緊急連絡先 

 

 

 緊急連絡先 
 

 

契約期間 年  月  日（  曜）～   年  月  日（  曜） 

委託料              円 契約方法 精算を伴う契約  ・ 請負契約 

委託料の支払 
支払回数  回 （1.    /    ､金額          円 ､  払） （2.    /    ､金額         円､  払） 

（3.    /    ､金額         円 ､  払） （4.    /    ､金額          円､  払） 

委託料振込口座       銀行         店（  普通 ・ 当座  ）No. 

事業目的 
 

 

事業対象者 
 

 

 

事業内容 

 

 

 

 

 

事業目標 

（具体的な数値目標等） 

 

 

役割分担 

行 政 
 

 

ＮＰＯ 
 

 

意見交換等（予定） 実施回数：  回 （   月、  月、  月、  月 ） 

その他特記事項 
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◆ 実施スケジュール 

月 項 目 具体的内容 担当 

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

 

 

 

 

-56-



 

３ 協働事業相互評価票シート （作成者：行政とＮＰＯの協議） 

 

         協働事業自己評価シート （ 中間 ・ 最終 ）   評価日：   年  月  日 

事業名  

団体名  

行政の担当部署  

実施期間 年  月  日 ～   年  月  日 

【自己評価方法】 

 評価は５段階評価とし、「５…とてもよくできた」、「４…十分できた」、「３…できた」、「２…あまりできな

かった」、「１…できなかった」のうち、該当する番号に○をつけます。 

 

Ⅰ 協働事業の成果 

協働事業により当初設定した事業目的が達成できたか、県民のニーズに対応できたか等、事業の成果について

自己評価します。 

協働事業における 

課題 

 

 

協働事業の目的 

 

 

 

 

協働事業の概要 

 

 

 

 

 

 

項 目 【 行政の自己評価 】 【 ＮＰＯの自己評価 】 

事業目的の 

達成状況 

事業目的は、達成できたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

協働事業の 

実績及び成果 

【実績】 

 

 

【成果】 

 

 

 

 

 

【実績】 

 

 

【成果】 

 

 

 

 

 

県民ニーズ 

に対する対応 

県民ニーズに効率的・効果的に対応できたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 
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【 行政の自己評価 】 【 ＮＰＯの自己評価 】 

【よかった点・反省点】 

 

 

【改善点・申し送り】 

 

 

 

【よかった点・反省点】 

 

 

【改善点・申し送り】 

 

 

 

 

Ⅱ 情報共有及び意見交換の状況 

事業の実施前及び実施中の情報共有や協議の状況について、課題に対する共通認識の保持や、対等な立場での

協議、自立性等の視点から評価します。 

項 目 【 行政の自己評価 】 【 ＮＰＯの自己評価 】 

事 

業 

実 

施 

前 

課題に対する 

共通認識の保持 

行政とＮＰＯは、十分な情報共有や調整・協議により、課題に対する共通認識を持つ

ことができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

対等な立場での

協  議 

行政とＮＰＯは、対等な立場で協議することができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

自立した関係の 

保  持 

どちらか一方に過度に依存することなく、お互いの意見を反映させた事業を組み立て

ることができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

事 

業 

実 

施 

中 

課題に対する 

共通認識の保持 

行政とＮＰＯは、十分な情報共有や調整・協議により、課題に対する共通認識を持つ

ことができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

対等な立場での

協  議 

行政とＮＰＯは、対等な立場で協議することができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

自立した関係の 

保  持 

どちらか一方に過度に依存することなく、お互いの意見を反映させた事業を組み立て

ることができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

全 

体 
相互理解 

相手の立場や特性の違い等を理解することに努めたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

 

【 行政の自己評価 】 【 ＮＰＯの自己評価 】 

【よかった点・反省点】 

 

 

【改善点・申し送り】 

 

 

【よかった点・反省点】 

 

 

【改善点・申し送り】 
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Ⅲ 役割分担 

役割分担について、適正であったか、役割を果たすことができたか、相乗効果を発揮することができたかなど

の視点から評価します。 

項 目 【 行政の役割 】 【 ＮＰＯの役割 】 

 

 

具体的な 

役割 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 【 行政の自己評価 】 【 ＮＰＯの自己評価 】 

適正さ 
役割分担は適正であったか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

実施結果 
設定した役割分担を果たすことができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

相乗効果 
それぞれが単独で実施する以上の成果を挙げることができたか 

５  ４  ３  ２  １ ５  ４  ３  ２  １ 

 

 

Ⅳ その他 

【 行政の自己評価 】 【 ＮＰＯの自己評価 】 

【よかった点・反省点】 

 

 

 

 

 

 

【改善点・申し送り】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【よかった点・反省点】 

 

 

 

 

 

 

【改善点・申し送り】 
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４ ヽヽヽヽヽヽ委託事業 企画提案募集要項 （作成者：行政） 

 

ヽヽヽヽヽヽ委託事業 企画提案募集要項 

１ 趣旨 

大分県では、県民ニーズにきめ細やかに対応した効果的な公共サービスを提供するため、ＮＰＯ法人や

ボランティア団体等（以下「ＮＰＯ」といいます。）との協働の推進に取り組んでいるところです。 

事業実施に当たっては、県から別に定める仕様書を提示した上で、ＮＰＯ等から企画提案を募集し、公開

プレゼンテーションを含む審査を経て、県との協働委託に係る契約候補者を選定します。 

 

２ 企画提案を募集する事業 

ヽヽヽヽヽヽ業務    ※ 業務の詳細は、別添ヽヽヽヽヽ業務仕様書のとおり 

 

３ 応募資格 

県内に事務所を有し、事業の連絡責任者が特定できる特定非営利活動法人又は任意団体（法人格を有さ

ない非営利団体）とします。 

また、複数の団体が構成メンバーとなり、連携・協働して応募することも可能です。 

この場合、全ての構成メンバーが本応募資格を満たしている必要があります。 

 

応募できる団体は、それぞれ以下の全ての要件を満たすものとします。 

(1) 特定非営利活動法人 

ア 県内において、応募の日までに1 年間以上又は同等期間の活動実績があると認められること。

なお、法人格を取得する前の任意団体としての活動を含む。 

イ 積極的な情報開示への取組として、県の公式ポータルサイトである「おおいたＮＰＯ情報バ

ンク おんぽ」において情報開示度を示す★を２つ以上取得していること 

(2) 任意団体 

ア 不特定かつ多数のものの利益（公益）の増進に寄与する活動を行っていること。 

イ 県内において、応募の日までに１年間以上又は同等期間の活動実績があると認められること。 

ウ １０人以上の構成員（会員）がいること。 

エ 組織の運営に関する規則（会則等）を有していること。 

オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

カ 特定の公職者（その候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、又は反対することを目的として

いないこと。 

キ 暴力団、暴力団員が役員となっている団体又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する

団体のいずれかに該当する団体ではないこと。 

ク 積極的な情報開示への取組として、県の公式ポータルサイトである「おおいたＮＰＯ情報バ

ンク おんぽ」において情報開示度を示す★を２つ以上取得していること 

 

４ 委託期間 

契約締結の日からヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日までとします。 
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５ 限度額 

限度額はヽ，ヽヽヽ、ヽヽヽ円（消費税及び地方消費税を含む）を予定しています。 

 

６ 事業経費 

（１）事業の対象となる経費 

事業の実施に必要な人件費、諸謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、賃借料、募集広告

費、委託費等で、領収書等で支出が確認できるものが対象となります。 

 

（２）事業の対象とならない経費 

① 行政による他の補助金等に採択されている事業は対象外とします。 

② 受託団体のメンバーによる会合等の飲食費や定期会報の発行のような、今回応募された事業と直

接関わりのない経費については対象となりません。 

③ 備品（県の規定に準じる）の購入など団体の財産取得となる経費も対象となりません。 

 

７ 提出書類 

提出書類は、次の(1)～(9)までを一式とし、提出書類の大きさ及び規格は、日本工業規格Ａ４ 縦型とし

ます。 

複数の団体が構成メンバーとなり、連携・協働して応募する場合は、代表団体が(1)及び(2)を、全ての

構成メンバーが(3)～(9)を提出してください。 

※△：ＮＰＯ法人で、企画書提出時にＮＰＯ法第２９条の規定に基づく書類（直近）を県に提出して

いる場合は、提出を省略できます。 

※この募集要項（様式）は、県ホームページ（ http://ヽヽヽヽヽヽヽ）からダウンロードできます。 

書  類 
ＮＰＯ

法 人 

任 意 

団 体 
備  考 

(1) 事業応募書 （様式１） ○ ○  

(2) 事業企画提案書 （様式２） ○ ○  

(3) 団体調書 （様式３） ○ ○  

(4) 役員・職員名簿 （様式４） ○ ○ 本事業に関係する者のみ 

(5) 定款又はそれに代わるものの写し △ ○  

(6) 直近１年間の事業報告書の写し、又はこれに類

する同等期間の活動実績がわかる書類の写し 
△ ○ 任意団体はそれに代わるもの 

(7) 直近１年間の活動計算書、及び貸借対照表又は

財産目録の写し、又はこれらに類する同等期間

の財務状況がわかる書類の写し 

△ ○ 任意団体はそれに代わるもの 

(8) 団体の目的等についての確認書 （様式５） － ○ 任意団体のみ 

(9) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない

者等に該当しないことを確認した旨の書面 

（様式６） 

－ ○ 任意団体のみ 
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８ 応募手続 

（１）募集期間 

ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）からヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）（当日ヽヽ時必着） 

（２）提出場所 

下記提出場所に、郵送または持参してください。 

 

 

 

 

（３）提出部数 

正本１部、副本（正本の写し）１部の計２部 

（４）応募に係る留意事項 

① 応募に係る経費は全て応募団体の負担となります。 

② 提出された書類は返還しませんので御了承ください。 

③ 1 団体当たり、1 提案に限ります。 

④ 応募書類に不足がある場合や虚偽の記載をした場合には失格とします｡ 

 

９ 事業説明会 

（１）日時 

ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）ヽヽ時から 

（２）場所 

大分県庁 ヽ館（ヽ階） ヽヽ会議室 （大分市大手町3丁目１番１号） 

（３）参加方法 

別添「ヽヽヽヽヽヽ事業説明会参加申込書」に必要事項をご記入の上、ＦＡＸまたはメールでお申

し込みください。 

なお、当日の申し込みも可能です。 

 

 

 

 

 

（４）質疑応答 

企画提案に係るご質問やお問い合わせについては、事業説明会内で質疑応答の時間を設けます。 

また、質疑応答の内容については、電話等による質疑応答とあわせて県ホームページに掲載します。 

 

１０ 委託業務の内容等に関する質疑応答 

その他委託業務の内容等に関する質問は、ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日(ヽ曜)ヽ時まで受けつけます。 

電話やメール、ＦＡＸ（様式任意）により「大分県ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課ヽヽヽヽヽ班」あてに送

ってください。 

 

 

 

 

《 事業説明会申込先 》  大分県ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課ヽヽヽヽヽ班 

ＦＡＸ ヽヽヽ－ヽヽヽ－ヽヽヽ  ヽ

e-mail: ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

《 提出場所 》  大分県 ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課ヽヽヽヽヽ班 

〒８７０－８５０１ 大分市大手町3丁目１番１号 県庁舎 ヽ館（ヽ階） 
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質問に関する回答は、その都度電話、メール又はＦＡＸにより行います。 

また、質問のあった項目及び回答（事業説明会における質疑応答を含む）については、ヽ ヽ年ヽヽ月ヽヽ

日（ヽ曜）ヽヽ時以降、県ホームページ（http://ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ）に掲載します。 

 

１１ 委託先の選定 

募集した企画提案のうち、応募要件等を満たし、かつ事業の目的を満たしている企画提案について、別

途設置する外部有識者等による審査委員会（「以下、委員会といいます。」）において、公開プレゼンテ

ーションを含む審査を行い、最も評価の高い企画提案を提出した団体を契約候補者とします。 

（１）公開プレゼンテーション 

プレゼンテーションは公開とし、ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）の開催を予定しています。 

正式な開催日時は、別途応募団体に連絡します。 

（２）審査基準 

審査基準は、次のとおりです。 

 

審査対象項目 審査基準（着眼点） 

応募資格 ・応募資格をすべて満たしているか 

提出書類 ・必要な書類はすべてそろっているか 

企画の妥当性 ・公募の趣旨に合致した企画か 

事業内容及び 

実施方法 

事業目的・趣旨との整合性 

・事業の目的及び趣旨との整合性がとれているか 

・課題や対象者の把握は的確か 

事業内容の妥当性・独創性 

・県の事業として妥当な内容であるか 

・県民ニーズに適した内容であるか 

・ＮＰＯの特性を活かした独創性があり、創意工夫が見られるか 

実施方法の妥当性・独創性 

・実施方法に具体性があり、実現可能なものとなっているか 

・課題解決に向けた取組として、的確な方法であるか 

・関係する法令や条例、規則等の規定に違反していないか 

経理処理能力の適格性 

・事業を実施する上で安定した財政基盤や一般的な経理処理能力を有しているか 

 

 

 

《 質問送付先 》 

大分県ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課ヽヽヽヽヽ班 担当：ヽヽヽ、ヽヽ  ヽ

〒８７０－８５０１ 大分市大手町3丁目１番１号 

電 話 ヽヽヽ－ヽヽヽ－ヽヽヽ  ヽ  ＦＡＸ ヽヽヽ－ヽヽヽ－ヽヽヽ  ヽ

Ｅ-mail ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ
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審査対象項目 （審査基準）着眼点 

事業効果 

協働の効果 

・協働することによって、より事業効果が得られるか 

継続性の有無 

・事業終了後も、継続した事業実志賀期待できるか 

波及効果の有無 

・事業の波及効果が見込まれるか 

業務執行体制 

実施体制の適格性 

・業務の遂行に必要な人員の確保がなされているか 

・実施方法やスケジュールに無理はないか 

・不測の事態に対応できる体制が備わっているか 

専門性の有無 

・実施事業に関する専門性や知見、ノウハウを有しているか 

実績の有無 

・過去に類似の事業を実施したことがあり、業務の遂行に支障がないか 

経理処理能力の適格性 

・事業を実施する上で安定した財政基盤や一般的な経理処理能力を有しているか 

所要経費 
・所要経費の積算は妥当か 

・経費は予算の範囲内か 

実施意欲等 
・事業実施に熱意があるか 

・プレゼンテーション等に説得力があるか 

 

（３）審査結果について 

審査結果は、速やかに文書でお知らせします。 

また、希望する団体には選考理由を説明しますので、ヽヽヽヽヽヽ課ヽヽヽヽヽ班にお問い合わせ

ください。 

 

１２ 委託契約 

（１）契約締結に向けた協議 

県は、委員会によって選考された契約候補者と事業内容について協議の上、大分県契約事務規則の規

定に基づき委託契約を締結します。 

なお、審査の結果をふまえて、提案内容の一部変更を求める場合があります。 

また、協議が不調に終わった場合は、次点の評価を得た団体を契約候補者とする場合があります。 

（２）委託料の支払 

原則精算払とします。 

ただし、受託団体の事業遂行能力と財政状況によっては、事前に一定の金額について概算払を行う場

合もあります。 
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（３）再委託の禁止 

受託者は、県の承認を得ることなく委託業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わ

せることはできません。 

（４）著作権 

本事業の実施に伴い生じた著作権については、大分県に帰属します。 

 

１３ 事業完了報告 

事業完了後、速やかに事業完了報告書を提出していただきます。 

なお、事業に要した経費については、収入及び支出を記載した帳簿を備え、経理状況を明確にしていた

だく必要があります。 

 

１４ スケジュール 

（１）募集期間 

ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）からヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）（当日ヽヽ時必着） 

（２）事業説明会 

ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）ヽヽ時から 

（３）公開プレゼンテーション 

ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）予定 

（４）契約締結、事業開始 

ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日（ヽ曜）予定 

 

１５ お問い合わせ・提出先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分県ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課ヽヽヽヽヽ班 担当：ヽヽヽ、ヽヽ  ヽ

〒８７０－８５０１ 大分市大手町3丁目１番１号県庁舎 ヽ館（ヽ階） 

電 話 ヽヽヽ－ヽヽヽ－ヽヽヽ  ヽ  ＦＡＸ ヽヽヽ－ヽヽヽ－ヽヽヽ  ヽ

Ｅ-mail ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ
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ヽ ヽ ヽ ヽ ヽ 業務仕様書 
 

 

 

１ 委託業務の名称 

 

 

 

２ 履行期間 

自    年   月    日 

至    年   月    日  

 

３ 業務内容 

 

※ ＮＰＯの自由な発想による企画が生まれるように、業務内容はできるだけ枠組みに留めるよう、

心がけてください。 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

４ 提出物 

                      ヽヽヽヽヽ委託業務報告書 

 

 

５ 企画提案における留意事項 
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提出書類の記入上の注意事項    ＊提出書類はすべてＡ４サイズとしてください。 

 

 

１ 事業応募書 （様式１） 

（１）代表者印について 

法人・・・代表者印 

任意団体（法人格の団体）・・・代表者の個人印 

（２）応募書に係る担当者氏名及び連絡先 

携帯番号やメールアドレス等、必ず連絡の取れる連絡先を記入してください。 

 

２ 事業企画提案書 （様式２） 

（１） 事業概要 

提案する事業内容を具体的かつ端的に記入してください。 

（２）実施スケジュール 

打合せや準備、行事、報告書の作成などを、いつ、誰がどこでどのように進めていくのかを、具

体的に記入してください。 

（３）予算 

経費の区分ごとにまとめ、金額およびその内訳を具体的に記入してください。 

なお、経費は当事業に係る収支のみを記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 注意 】 必要に応じて、欄を増やしたり枠を広げたりして記入してください。 

また、別紙（Ａ４サイズ、形式自由）添付によって記載しても差し支えありません。 

  

 

 

 

《 消費税の取扱いについて 》 

 ① 免税事業者の場合 

・人件費などの消費税が含まれていないものについては、その金額をそのまま

事業費に計上します。 

・消耗品費や印刷製本費など、すでに消費税が含まれているものについては、

消費税込みの金額を事業費に計上します。 

・事業費の総額に対する消費税の加算は必要ありません。 

② 課税事業者の場合 

・人件費などの消費税が含まれないものについては、その金額をそのまま事業

費に計上します。 
・消耗品費や印刷製本費など、すでに消費税が含まれているものについては、

消費税分を減額して事業費に計上します。 
・この事業費の総額に対して、消費税を加算します。 

※消費税額の算出については、小数点第一位以下を切り捨ててください。 
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３ 団体調書  （様式３） 

（１）団体名 

略称ではなく、正式な名称を記入してください。 

（２）団体所在地 

事務所もしくは活動の拠点で、必ず郵便物の届く住所を正確に記入してください。 

（３）代表者職氏名 

団体の代表者の方の職と氏名を記入してください。 

（４）設立年月日 

法人格の有無にかかわらず、活動開始時期を記入してください。ＮＰＯ法人の場合は、法人登記の

日も記入してください。 

（５）主な活動分野 

現在の活動のうち主要な３つを記入してください。 

（６）財政規模 

直近の事業年度分を記入してください。（＊機密情報及び個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

前年度からの繰越金がある場合は、それを含めてください。 

（７）これまでの主な活動実績 

応募事業と関連する事業で直近に実施した事業を中心に記入してください。 

（８）担当者連絡先 

本事業の全体計画や実施状況を把握して、県との窓口となる責任者を定め、確実に連絡のとれる電

話番号（携帯等）やメールアドレスを、できれば複数人記入してください。 

 

４ 役員・職員名簿 （様式４） 

団体全員ではなく、本事業に関係する役員及び職員のみについて記入してください。 

 

５ 定款又はそれに代わるものの写し 

団体の組織や活動の原則を記載した書面として、目的、名称、事務所、役員の任免、会員の資格の得喪、

意思決定の方法、資産の得喪など、団体の基本的事項を定めた定款、又は規約等を提出してください。 

 

６ 直近１年間の事業報告書の写し、又はこれに類する同等期間の活動実績がわかる書類の写し 

前事業年度、又は応募までの１年間分（直近）のどちらでも差し支えありません。 

 

７ 直近１年間の活動計算書、及び貸借対照表又は財産目録の写し、又はこれらに類する同等期間の財務状況

がわかる書類の写し 

     前事業年度、又は応募までの１年間分（直近）のどちらでも差し支えありません。 

 

８ 団体目的等についての確認書 （様式５） 

任意団体（法人格のない団体）のみの提出です。代表者の責任において作成してください。 

 

９ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等に該当しないことを確認した旨の書面 （様式６） 

任意団体（法人格のない団体）のみの提出です。代表者の責任において作成してください。 
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５ 事業応募書 （作成者：ＮＰＯ） 

 

（様式１） 

事 業 応 募 書 

  年  月  日 

 

大分県知事         殿 

 

〒 

                   団 体 所 在 地 

                   団 体 名 

                   代表者職氏名                    印 

 

平成ヽヽ年度ヽヽヽヽヽヽ委託事業について、下記のとおり関係書類を添えて応募します。 

 

記 

事業名 
 

 

応募書に係る担

当者氏名 

及び連絡先 

氏 名 

電 話 

FAX 

Ｅ-mail 

備  考 

※連携・協働する団体がある場合は、その名称を記載してください。 

 

 

＊「提出の有無」の欄には、提出の場合は「○」、省略の場合は「△」、不要の場合は「－」を記載してください。 

＊応募書類は上記添付書類を含めて一式とし、正本１部、副本（正本の写し）１部の計２部を提出してください。 

添 付 書 類 提出の有無 

事業企画提案書 （様式２）  

団体調書 （様式３）  

役員・職員名簿 （様式４）  

定款又はそれに代わるものの写し  

直近１年間の事業報告書の写し、又はこれに類する同等期間の活動実績がわかる書類の

写し事業報告書 
 

直近１年間の活動計算書、及び貸借対照表又は財産目録の写し、又はこれらに類する同

等期間の財務状況がわかる書類の写し 
 

団体目的等についての確認書 （様式５）  

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等に該当しないことを確認した旨の書

面 （様式６） 
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６ 事業企画提案書 （作成者：ＮＰＯ） 

 

（様式２） 

事 業 企 画 提 案 書 

１ 事業概要 
事業概要について記載してください。 

必要に応じて、枠の増減や別紙添付によって記載しても差し支えありません。 

【 事業名 】 

  

【 事業の趣旨・目的 】＊現状や解決すべき地域課題、応募事業の目的や意義を簡潔に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

【 事業内容 】＊応募事業の内容と、その内容をどのような方法で実施するのか、具体的かつ簡潔に記載して

ください。（誰が、いつ、どこで、誰を対象として、何をするか） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 期待される事業効果 】＊応募事業の実施により期待される効果について具体的に記載してください。 

◇ 実施事業の具体的な目標 

〔定性評価〕 

 

 

〔定量評価〕 

  

  

◇ 事業の間波及効果や継続性 
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【 事業費 】＊ヽヽヽヽヽヽ円（消費税含む）を上限としてください。 

                       円 

【 事業運営体制 】＊事業実施に当たる組織図、業務従事者の職氏名、資格、業務経験、役割等を記入してくだ

さい。未定の場合は、現在想定される範囲内で記入してください。 

 

 

 

 

 

 

２ 実施スケジュール 

打ち合わせや準備などをどのような手順で進めるのか、具体的に記入してください。 

必要に応じて、枠の増減や別紙添付によって記載しても差し支えありません。 

月 実 施 内 容 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  

 

月  
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３ 予算 

限度額は、ヽヽヽヽヽ円（消費税含む）を予定しています。必要な経費を科目ごとにまとめて、

金額及びその積算内容を記入してください。 

 

＊本事業に係る経費のみを記入してください。 

＊「消費税」欄は、課税団体のみ記入してください。また、消費税の取扱いについては、「提出書類の記入上

の注意事項」をよく読んで記入してください。 

 

 

区 分 金額（円） 内  訳 

賃 金 ヽヽヽ,ヽヽヽ 
事業担当者人件費 

＠ヽ,ヽヽヽ円/日×ヽヽ日×ヽ月＝ヽヽヽ,ヽヽヽ円 

報償費 ヽヽヽ,ヽヽヽ 

講演会講師謝金 

＠ヽヽ,ヽヽヽ円/回×ヽ回＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

研修会講師謝金 

＠ヽ,ヽヽヽ円/h×ヽｈ×ヽ回＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

旅 費 ヽヽヽ,ヽヽヽ 

講演会講師旅費 

＠ヽヽ,ヽヽヽ円/回×ヽ回＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

研修会講師謝金 

＠ヽ,ヽヽヽ円/回×ヽ回＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

事業担当者旅費 

＠ヽ,ヽヽヽ円/回×ヽ回/月×ヽ月＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

消耗品費 ヽヽ,ヽヽヽ 
研修会テキスト代 

＠ヽ,ヽヽヽ円×ヽ冊＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

食糧費 ヽヽ,ヽヽヽ 
講演会講師昼食（弁当）代 

＠ヽ,ヽヽヽ円×ヽ回＝ヽ,ヽヽヽ円 

印刷製本費 ヽヽヽ,ヽヽヽ 
講演会開催案内リーフレット印刷費 

＠ヽヽ円/枚×ヽ,ヽヽヽ枚＝ヽヽヽ,ヽヽヽ円 

通信運搬費 ヽヽ,ヽヽヽ 

リーフレット郵送代（切手代） 

＠ヽヽ円/枚×ヽ,ヽヽヽ枚＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

電話代（例：２０％を当該事業費として計上） 

 ＠ヽ,ヽヽヽ円/月×ヽ月×２０％＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

使用料及び賃借料 ヽヽ,ヽヽヽ 

講演会会場代 

＠ヽヽ,ヽヽヽ円×ヽ回＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

研修会会場代 

＠ヽ,ヽヽヽ円/h×ヽｈ×ヽ回＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

コピー機リース料（例：２０％を当該事業費として計上） 

  ＠ヽ,ヽヽヽ円/月×ヽ月×２０％＝ヽヽ,ヽヽヽ円 

消費税 ヽヽ,ヽヽヽ  

合 計 ヽヽヽ,ヽヽヽ 
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７ 団体調書 （作成者：ＮＰＯ） 

   

（様式３） 

     年  月  日 

団 体 調 書 

団体名  

団体所在地 
〒 

 

代表者職氏名  

団体種別 
ＮＰＯ法人（  認定 ・ 特例認定 ・ 指定 ）  ・   任意団体   

＊NPO法人で認定・仮認定・指定を取得している場合は、該当するものに○をつけてください。       

設立年月日等 
   年   月   日（法人格の有無にかかわらず活動を開始した時期） 

＊ＮＰＯ法人のみ記入（法人登記の日：     年  月  日） 

団体の目的 

 

 

 

主な活動分野 

（主要な３分野） 
 

財政規模 円  

事務局職員数 

（団体全体） 
人（うち常勤  人） 

会員数 人 

これまでの 

主な事業内容 

期間 事業名称 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業担当者 

連絡先 

氏 名 
 

 

TEL     （  ）          FAX   （  ） 

e-mail  
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８ 役員・職員名簿 （作成者：ＮＰＯ） 

 

（様式４） 

 年  月  日 

 

役 員 ・ 職 員 名 簿 

 

 

団 体 所 在 地 

                   団 体 名 

                   代表者職氏名                     

 

 

役員及び職員のうち、本事業に関連する方についてのみ記入してください。 

 

役職名 
（ふりがな） 

氏   名 
住 所 
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９ 団体目的等についての確認書 （作成者：ＮＰＯ） 

 

（様式５） 

  年  月  日 

 
 

団体目的等についての確認書 

 

 

団 体 所 在 地 

                   団 体 名 

                   代表者職氏名                    印 

 

 

 

当団体は、下記のいずれの項目にも該当することを確認しました。 

 

 

記 

 

 

１ 宗教活動又は政治活動を主たる目的とするものではないこと。 

 

 

２ 特定の公職者（その候補者を含む）又は政党を推薦し、支持し、又は反対することを目的

とするものではないこと。 

 

 

３ 暴力団でないこと、又は暴力団若しくは暴力団の構成員の統制の下にあるものではないこ

と。 

 

 
 
 
 
 

＊任意団体（法人格のない団体）のみ提出してください。 
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１０ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等に該当しないことを確認した旨の書面  

（作成者：ＮＰＯ） 

 

（様式６） 

  年  月  日 

 

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等に該当しないことを 

確認した旨の書面 

          

団 体 所 在 地 

                   団 体 名 

                   代表者職氏名                    印 

 
下記の役員については、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者、心身の故障のため職務を適

正に執行することができない者として内閣府令で定めるもののいずれにも該当しないことを確認し

ました。 

 
＊任意団体（法人格のない団体）のみ提出してください。 

＊役員全員について、代表者の責任により確認した上で記入してください。 

＊証明書類の添付は不要です。 

 

役職名 
（ふりがな） 

氏   名 
住所または居所 
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１１ ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技審査委員会設置要項 （作成者：行政） 

 

ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技審査委員会設置要項 
（設置） 

第１条 ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技に係る審査等を行うため、ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案

競技審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技に関する次の事項を所掌する。 

（１） 提案の審査 

（組織） 

第３条 委員会は、委員５人をもって組織する。 

２ 委員は、次の者に、ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課課長が委嘱する。 

ヽ  ヽ ヽヽヽ（ヽヽヽヽヽヽヽヽヽ） 

ヽ  ヽ ヽヽヽ（ヽヽヽヽヽヽヽヽヽ） 

ヽ  ヽ ヽヽヽ（ヽヽヽヽヽヽヽヽヽ） 

ヽ  ヽ ヽヽヽ（ヽヽヽヽヽヽヽヽヽ） 

ヽ  ヽ ヽヽヽ（ヽヽヽヽヽヽヽヽヽ） 

３ 委員の任期は、ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日までとする。  （※契約候補者からの契約辞退に対応できる期間が 

（会議）                                       よいでしょう。） 

第５条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会議を総括する。 

４ 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

５ 委員会は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

（委員の責務） 

第６条 委員は、公正かつ公平に審査等を行わなければならない。 

２ 委員は、直接間接を問わず、ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案の募集に関する応募に参画してはならな

い。 

３ 委員が前項の応募に参画したことが判明したときは、委員会は、当該応募を審査対象外とするものとす

る。 

４ 委員は、審査等の過程において知り得た情報を公表してはならない。 

（委員会の非公開） 

第７条 委員会は非公開とする。 

（事務局） 

第８条 委員会の事務局は、ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課に置き、委員会の庶務を行う。 

（その他） 

第９条 この要項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、ヽヽヽヽ部ヽヽヽヽヽヽ課課

長が別に定める。 

附 則 

この要項は、ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日から施行する。 
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１２ ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る提案競技審査について （作成者：行政） 

 

 

１ ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る契約候補者の選定 

「ヽヽヽヽヽ  ヽ委託事業に係る提案競技審査委員会設置要項」に基づき設置された「ヽヽヽヽヽヽ委託事

業に係る提案競技審査委員会」における審議において、「ヽヽヽヽヽヽ委託事業 企画提案募集要項」に沿

った優秀な提案を行った１団体を、ヽヽヽヽヽヽ委託事業に係る契約候補者として選定する。 

 

２ 審査基準 

  審査基準については、次のとおり定める。 

① 資格審査基準 

審査対象項目 審査基準（着眼点） 

応募資格 ・応募資格をすべて満たしているか 

提出書類 ・必要な書類はすべてそろっているか 

② 一次審査基準 

審査対象項目 審査基準（着眼点） 

企画の妥当性 ・公募の趣旨に合致した企画か 

③二次審査基準 

審査対象項目 審査基準（着眼点） 配点 

事業内容及び 

実施方法 

 

（ヽヽ／１００点） 

事業目的・趣旨との整合性 

・事業の目的及び趣旨との整合性がとれているか 

・課題や対象者の把握は的確か 

／ 

事業内容の妥当性・独創性 

・県の事業として妥当な内容であるか 

・県民ニーズに適した内容であるか 

・ＮＰＯの特性を活かした独創性があり、創意工夫が見られるか 

／ 

実施方法の妥当性・独創性 

・実施方法に具体性があり、実現可能なものとなっているか 

・課題解決に向けた取組として、的確な方法であるか 

・関係する法令や条例、規則等の規定に違反していないか 

／ 

経理処理能力の適格性 

・事業を実施する上で安定した財政基盤や一般的な経理処理能力を

有しているか 

／ 

事業効果 

（ヽヽ／１００点） 

協働の効果 

・協働することによって、より事業効果が得られるか 
／ 

継続性の有無 

・事業終了後も、継続した事業実志賀期待できるか 
／ 

波及効果の有無 

・事業の波及効果が見込まれるか 
／ 
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審査対象項目 （審査基準）着眼点 配点 

業務執行体制 

（ヽヽ／１００点） 

実施体制の適格性 

・業務の遂行に必要な人員の確保がなされているか 

・実施方法やスケジュールに無理はないか 

・不測の事態に対応できる体制が備わっているか 

／ 

専門性の有無 

・実施事業に関する専門性や知見、ノウハウを有しているか 
／ 

実績の有無 

・過去に類似の事業を実施したことがあり、業務の遂行に支障がな

いか 

／ 

経理処理能力の適格性 

・事業を実施する上で安定した財政基盤や一般的な経理処理能力を

有しているか 

／ 

所要経費 

（ヽヽ／１００点） 

・所要経費の積算は妥当か 

・経費は予算の範囲内か 
／ 

実施意欲等 

（ヽヽ／１００点） 

・事業実施に熱意があるか 

・プレゼンテーション等に説得力があるか 
／ 

 

３ 選定方法 

審査基準に基づき、提案内容やヒアリング、プレゼンテーションの内容を審査する。 

(1) 資格審査 

事務局により、①の審査基準により審査を行う。 

応募資格等を満たしている提案企画が、一次審査の対象となる。 

(2) 提案内容に係る一次審査 

事務局により、提出書類について②の審査基準により審査を行う。 

一定水準に達している提案企画が、二次審査の対象となる。 

(3) 提案内容に係る二次審査 

審査委員会により、提出書類やヒアリング、プレゼンテーション等について③の審査基準等により提

案内容を審議し、提案企画の順位を明確にして、契約候補者を決定する。 

 

４ 審査結果の通知 

審査結果については、審査会終了後速やかに応募団体すべてに文書で通知する。 

なお、希望する団体には選考理由を説明することとする。 

 

５ その他 

契約候補者から契約辞退の申し入れがあった場合は、次点の評価を得た団体を新たな契約候補者とする

か、再度企画募集を実施するかは、委員長の判断によるものとする。 
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１３ 委託契約書（精算を伴う委託契約の一例） （作成者：行政） 

 

ヽヽヽヽヽヽ委託契約書 

 
１ 委託業務の名称    ヽヽヽヽヽヽ委託業務 

２ 履 行 期 間    自 ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日   

                           至 ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日 

３ 委 託 金 額    ￥ ヽヽ，ヽヽヽ，ヽヽヽ－ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥ ヽヽヽ，ヽヽヽ－） 

４ 契 約 保 証 金  

 

上記業務の委託について、委託者大分県知事ヽヽヽヽヽを甲とし、受託者特定非営利活動法

人ヽヽヽヽヽヽ理事長ヽヽヽヽヽを乙とし、次の条項により委託契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 乙は、別添のヽヽヽヽ委託業務に関する仕様書（以下「仕様書」という。）に基づき頭書の委託金

額（以下「委託金額」という。）をもって、頭書の履行期間（以下「履行期間」という。）内に、頭書の

委託業務（以下「委託業務」という。）を信義に従って誠実に履行しなければならない 

２ 前項の仕様書に明示されていないものがある場合は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（計画書の提出）（＊委託業務の概要のみを仕様として定めた場合）                          

第２条 乙は、本契約締結後、仕様書に基づき定めた計画書を書面によりヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日までに甲に提

出しなければならない。 

２ 甲は、前項の提出を受けたときは、速やかに審査を行い、適当と認めるときは、その旨を乙に書面によ

り通知するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 乙は、本契約により生ずる権利又は義務の全部又は一部を、甲の承諾を得た場合を除き第三者に譲

渡し又は継承させてはならない。 

 

（再委託等の禁止）（＊機密情報又は個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第４条 乙は、業務の全部を一括して又は主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。た

だし、第三者への委任が業務の一部であり、書面により甲の承認を得たときはこの限りでない。 

２ 前項の「主たる部分」とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定、技術的判断等当該

業務に係る基本的又は中心的なものに位置づけられる業務をいうものとする。 

３ 乙は、業務の一部（「主たる部分」を除く。）を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは（以

下「再委託」という。）は、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲と、再委

託の必要性及び契約金額等について記載した書面を甲に提出し、承認を得なければならない。 

なお、再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 

４ 前項の規定は、乙がコピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理、計算処理、模型製作、翻訳、

購入、消耗品購入、会場借上等の軽微な業務を再委託しようとするときは、適用しない。 

５ 第３項なお書きの規定は、軽微な変更に該当するときには、適用しない。 
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６ 乙が委託業務の一部を第三者に委託する場合において、これに伴う第三者の行為については、その責任

を乙が負うものとする。                 

  

（委託業務の調査等） 

第５条 甲は、必要がある場合には、乙に対して委託業務の処理状況につき、調査し、又は報告を求めるこ

とができる。 

 

（業務内容の変更等） 

第６条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止し、若しくは打ち

切ることができる。この場合において、委託金額又は委託期間を変更する必要があるときは、甲乙協議し

て定めるものとする。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。この場合

において、賠償額は、甲乙協議して定めるものとする。 

３ 乙は、第２条により定めた計画を変更する場合は、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。 

４ 乙は、収支予算について、各項目のそれぞれヽヽパーセントを超える流用をする場合は、甲に対して協

議を申し出なければならない。 

 

（期間の延長） 

第７条 乙は、その責めに帰することができない理由により、委託期間までに委託業務を完了できないとき

は、甲に対して、遅滞なくその理由を付して委託期間の延長を求めることができる。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由があると認めたときは、委託期間

を延長するものとする。 

 

（損害の負担）  

第８条 委託業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、乙の負担とするものと

する。ただし、その損害が甲の責めに帰する理由による場合においては、この限りではない。 

 

（履行遅滞の場合における賠償金）   

第９条 甲は、乙が、委託期間内に委託業務を完了することができない場合は委託金額につき、遅延日数に

応じ年ヽ．ヽパーセントの割合で計算した額の遅延賠償金を徴収するものとする。 

２ 前項の遅延賠償金は、甲の乙に対する債務と相殺することができる。 

３ 甲の責めに帰する理由により、第１５条第２項の委託金額の支払が遅れた場合には、乙は、未受領金額

につき、遅延日数に応じ年ヽ．ヽパーセントの割合で、甲に対して遅延利息の支払を請求することができ

るものとする。 

 

（義務違反の場合における損害賠償） 

第１０条 乙は、自らが本契約に定める義務に違反し甲又は第三者に損害を発生させた場合、甲の算定に基

づき当該損害を補償又は賠償する責任を負担するものとする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が甲に対し賠償すべき額について、乙が協議の申し入れをした場合には、これに

応じ、乙の義務違反の程度、損害発生の態様及びその他の事情を考慮し、賠償額の減額について協議を行

うものとする。 
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（機密の保持）（＊機密情報及び個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第１１条 甲及び乙は、本業務における「機密情報」を、本契約に基づき相手方から提供を受ける技術情報

及び行政の運営上の情報等で、次の各号に該当するものと定義する。 

（１） 秘密である旨が明示された文書、図面その他の有体物又は電子文書・電磁的記録として提供される

情報 

（２） 秘密である旨を告知した上で、口頭で提供される情報であって、口頭による提供後遅滞なく当該情

報の内容が機密である旨を明示された書面により提供されたもの 

２ 甲及び乙は、別添「機密保持及び個人情報保護に関する特記事項」に基づき互いに機密情報を善良なる

管理者の注意義務をもって管理しなければならない。 

 

（個人情報の保護）（＊機密情報及び個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第１２条 乙は、本業務を行うに当たり取り扱う個人情報（大分県個人情報保護条例第２条第１項に規定す

る個人情報をいう。）について、別添「機密保持及び個人情報の保護に関する特記事項」に基づき、個人

情報の適正な取扱いについて必要な措置を講じなければならない。 

  

（業務完了通知）（＊成果物のない委託の場合） 

第１３条 乙は、委託業務が完了したときは、ヽヽヽヽヽ委託業務実績報告書（第ヽ号様式）を甲あてに提

出するものとする。 

 

（委託金額の確定）（＊成果物のない委託の場合） 

第１４条 甲は、前条の報告を受けたときは、速やかに履行の内容を確認するとともに業務に要した経費の

審査を行い、適合すると認めたときは支払うべき委託金額を確定し、その旨を書面により乙に通知するも

のとする。 

 

（委託金額の支払）（＊成果物のない委託契約の場合） 

第１５条 乙は、前条の規定による委託金額の確定の通知を受けたときは、委託金額の支払を請求するもの

とする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、適法な請求を受けた日から起算して３０日以内に 委託金額を支払

わなければならない。 

 

（概算払） 

第１６条  委託金額は、精算払の方法により支払うこととするが、甲が必要と認める場合は、概算払の方法

により支払うことができる。 

２ 概算払した委託金額が第１４条の規定により確定した委託金額を超える場合は、甲が発行する返納通知

書により返納期限内に返納しなければならない。 

３ 甲は、乙が前項の期間内に返納金を返納しないときは、その未返納額につき遅延日数に応じ年ヽ．ヽパ

ーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

 

（かし担保責任）  

第１７条 乙は、本契約により行った業務についてかしが発見され、それが専ら乙の責に帰するべき理由によるも

のである場合は、甲に対し無償で当該かしを修正するものとする。 
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（契約の解除） 

第１８条 甲は、次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。この場合において、

解除により乙に損害があっても、甲は賠償の責めを負わない。 

１ 乙の責めに帰すべき理由により履行期間内に業務が完了しないと明らかに認められるとき、または、履 

行期間経過後相当の期間内に完了する見込みがないと認められるとき。 

２  乙に誠意がなく、完全に業務が完了する見込みがないと認められたとき。 

３ 契約の履行に関し、不正の行為があると認められたとき。 

４  乙が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号 

に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密 

接な関係を有する者と認められたとき。 

 

（違約金）  

第１９条 前条の規定により、甲が契約を解除したときは、乙は委託金額の１０分の１を違約金として甲の

指定する期日までに納付しなければならない。 

 

 （契約外の事項）   

第２０条 この契約に定めのない事項又は契約について疑義が生じた事項については、必要に応じて甲乙協

議して定めるものとする。 

 

 本契約の証として本書２通を作成し、当事者が記名押印のうえ、各自１通を保持する。 

 

 

 

   ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日 

 

                                    甲 

                                      委 託 者   

                    住   所  ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

                                        大分県知事   ヽ  ヽ  ヽ  ヽ       印 

 

                                    乙 

                                      受 託 者 

                                        住   所    ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

団 体 名    特定非営利活動法人ヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

代表者氏名  理事長  ヽ  ヽ  ヽ  ヽ  印 
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１４ 委託契約書（請負契約の一例） （作成者：行政） 

 

ヽヽヽヽヽヽ委託契約書 
 

１ 委託業務の名称    ヽヽヽヽヽヽ委託業務 

２ 履 行 期 間    自 ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日 

                         至 ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日 

３ 委 託 金 額    ￥ ヽヽ，ヽヽヽ，ヽヽヽ－ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥ ヽヽヽ，ヽヽヽ－） 

４ 契約保証金  

 

上記業務の委託について、委託者大分県知事ヽヽヽヽを甲とし、受託者特定非営利活動法

人ヽヽヽヽヽヽヽヽ理事長ヽヽヽヽヽを乙とし、次の条項により委託契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 乙は、別添のヽヽヽヽヽヽ委託業務に関する仕様書（以下「仕様書」という。）に基づき頭書の委

託金額（以下「委託金額」という。）をもって、頭書の履行期間（以下「履行期間」という。）内に、頭

書の委託業務（以下「委託業務」という。）を信義に従って誠実に履行しなければならない 

２ 前項の仕様書に明示されていないものがある場合は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第２条 乙は、本契約により生ずる権利又は義務の全部又は一部を、甲の承諾を得た場合を除き第三者に譲

渡し又は継承させてはならない。 

 

（再委託等の禁止）（＊機密情報又は個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第３条 乙は、業務の全部を一括して又は主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。た

だし、第三者への委任が業務の一部であり、書面により甲の承認を得たときはこの限りでない。 

２ 前項の「主たる部分」とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定、技術的判断等当該

業務に係る基本的又は中心的なものに位置づけられる業務をいうものとする。 

３ 乙は、業務の一部（「主たる部分」を除く。）を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは（以

下「再委託」という。）は、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲と、再委

託の必要性及び契約金額等について記載した書面を甲に提出し、承認を得なければならない。 

なお、再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 

４ 前項の規定は、乙がコピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理、計算処理、模型製作、翻訳、

購入、消耗品購入、会場借上等の軽微な業務を再委託しようとするときは、適用しない。 

５ 第３項なお書きの規定は、軽微な変更に該当するときには、適用しない。 

６ 乙が委託業務の一部を第三者に委託する場合において、これに伴う第三者の行為については、その責任

を乙が負うものとする。 

  

（委託業務の調査等） 

第４条 甲は、必要がある場合には、乙に対して委託業務の処理状況につき、調査し、又は報告を求めるこ

とができる。 
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（成果物の著作権）（＊著作権法第2条第1項第1号でいう著作物としての成果物がある場合） 

第５条 甲は、委託業務により乙が作成した契約の目的物（以下「成果物」という。）の著作権の取扱いは、

次の各号に定めるとおりとする。 

（１） 乙は、成果物に付与される著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２１条から第２８条に規定する

権利を、第１３条第２項の規定による引渡しと同時に甲に無償で譲渡するものとする。 

（２） 甲は、著作権法第２０条第２項第３号又は第４号に該当しない場合においても、その使用のために、

乙の同意無しに仕様書で指定する成果物を改変し、任意に公表できるものとする。 

（３） 乙は、甲の書面による事前の同意を得なければ、著作権法第１８条及び第１９条の規定を行使する

ことができない。 

 

（業務内容の変更等） 

第６条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止し、若しくは打ち

切ることができる。この場合において、委託金額又は委託期間を変更する必要があるときは、甲乙協議し

て定めるものとする。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。この場合

において、賠償額は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（期間の延長） 

第７条 乙は、その責めに帰することができない理由により、委託期間までに委託業務を完了できないとき

は、甲に対して、遅滞なくその理由を付して委託期間の延長を求めることができる。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由があると認めたときは、委託期間

を延長するものとする。 

 

（損害の負担）  

第８条 委託業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、乙の負担とするものと

する。ただし、その損害が甲の責めに帰する理由による場合においては、この限りではない。 

 

（履行遅滞の場合における賠償金）   

第９条 甲は、乙が、委託期間内に委託業務を完了することができない場合は委託金額につき、遅延日数に

応じ年ヽ．ヽパーセントの割合で計算した額の遅延賠償金を徴収するものとする。 

２ 前項の遅延賠償金は、甲の乙に対する債務と相殺することができる。 

３ 甲の責めに帰する理由により、第１４条第２項の委託金額の支払が遅れた場合には、乙は、未受領金額

につき、遅延日数に応じ年ヽ．ヽパーセントの割合で、甲に対して遅延利息の支払を請求することができ

るものとする。 

 

（義務違反の場合における損害賠償）（＊機密情報や個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第１０条 乙は、自らが本契約に定める義務に違反し甲又は第三者に損害を発生させた場合、甲の算定に基

づき当該損害を補償又は賠償する責任を負担するものとする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が甲に対し賠償すべき額について、乙が協議の申し入れをした場合には、これに

応じ、乙の義務違反の程度、損害発生の態様及びその他の事情を考慮し、賠償額の減額について協議を行

うものとする。 
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（機密の保持）（＊機密情報及び個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第１１条 甲及び乙は、本業務における「機密情報」を、本契約に基づき相手方から提供を受ける技術情報

及び行政の運営上の情報等で、次の各号に該当するものと定義する。 

（１） 秘密である旨が明示された文書、図面その他の有体物又は電子文書・電磁的記録として提供される

情報 

（２） 秘密である旨を告知した上で、口頭で提供される情報であって、口頭による提供後遅滞なく当該情

報の内容が機密である旨を明示された書面により提供されたもの 

２ 甲及び乙は、別添「機密保持及び個人情報保護に関する特記事項」に基づき互いに機密情報を善良なる

管理者の注意義務をもって管理しなければならない。 

 

（個人情報の保護）（＊機密情報及び個人情報を取り扱う業務を委託する場合） 

第１２条 乙は、本業務を行うに当たり取り扱う個人情報（大分県個人情報保護条例第２条第１項に規定す

る個人情報をいう。）について、別添「機密保持及び個人情報の保護に関する特記事項」に基づき、個人

情報の適正な取扱いについて必要な措置を講じなければならない。 

 

（検査及び引渡し）（＊成果物のある委託契約の場合） 

第１３条 乙は、委託業務が完了したときは、その旨を書面によりすみやかに甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、その日から起算して１０日以内に検査を行い、検査に合格した後、

成果物引渡書により成果物の引渡しを受けるものとする。 

３ 前項の検査に合格しないときは、乙は、甲の指定した期間内に補正を行い、甲の再検査を受けなければ

ならない。この場合において、前項の期間は、甲が乙から補正完了の通知を受けた日から起算するものと

する。 

 

（委託金額の支払） 

第１４条 乙は、前条の規定による検査に合格したときは、所定の手続に従って、委託金額の支払を請求す

るものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、適法な請求を受けた日から起算して３０日以内に委託金額を支払わ

なければならない。 

 

（前払金） 

第１５条 乙は、甲に対して委託金額の１０分のヽ以内の前払金の支払を請求することができる。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、その日から起算してヽヽ日以内に支払うものとする。 

３ 乙は、契約が解除になったときは、その日から３０日以内に前払金を返還しなくてはならない。 

４ 甲は、乙が前項の期間内に前払金を返還しないときは、その未返還額につき遅延日数に応じ年ヽ．ヽパ

ーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

 

（かし担保責任）  

第１６条 乙は、本契約により行った業務についてかしが発見され、それが専ら乙の責に帰すべき理由によるもの

である場合は、甲に対し無償で当該かしを修正するものとする。 

 

（契約の解除） 

第１７条 甲は、次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。この場合において、
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解除により乙に損害があっても、甲は賠償の責めを負わない。 

１ 乙の責めに帰すべき理由により履行期間内に業務が完了しないと明らかに認められるとき、または、履 

行期間経過後相当の期間内に完了する見込みがないと認められるとき。 

２  乙に誠意がなく、完全に業務が完了する見込みがないと認められたとき。 

３ 契約の履行に関し、不正の行為があると認められたとき。 

４  乙が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６ 

号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員 

と密接な関係を有する者と認められたとき。 

 

（違約金）  

第１８条 前条の規定により、甲が契約を解除したときは、乙は委託金額の１０分の１を違約金として甲の

指定する期日までに納付しなければならない。 

 

（契約外の事項）   

第１９条 この契約に定めのない事項又は契約について疑義が生じた事項については、必要に応じて甲乙協

議して定めるものとする。 

 

 本契約の証として本書２通を作成し、当事者が記名押印のうえ、各自１通を保持する。 

 

 

 

    ヽヽ年ヽヽ月ヽヽ日 

 

甲 

                                      委 託 者   

                    住   所  ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

                                        大分県知事   ヽ  ヽ  ヽ  ヽ       印 

 

                                    乙 

                                      受 託 者 

                                        住   所    ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

団 体 名    特定非営利活動法人ヽヽヽヽヽヽヽ  ヽ

代表者氏名  理事長  ヽ  ヽ  ヽ  ヽ  印 
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大分県消費生活・男女共同参画プラザ  県民活動支援室 
電  話  ０９７－５３４－２０５２ 

ＦＡＸ    ０９７－５３４－２０５７ 

Ｅ-mail   oita-kenmin@pref.oita.lg.jp 
おんぽ  https://www.onpo.jp 

                 

〒870－0037 大分市東春日町１－１ 

                        ＮＳ大分ビル１階 

法人設立・運営・協働等に関すること（県関係機関） 

公益財団法人 おおいた共創基金 
電話・ＦＡＸ  ０９７－５５６－３１１６ 

Ｅ-mail  info@mejiron.org 

http://www.mejiron.org 
 

〒870－0907 大分市大津町２丁目１－４１ 

                        大分県総合社会福祉会館２階 

めじろん共創応援基金（助成事業・運営支援）に関すること 

おおいたボランティア・ＮＰＯセンター 
電  話  ０９７－５５５－９７７０ 

ＦＡＸ    ０９７－５５５－９７７１ 

Ｅ-mail  npoinfo@onpo.jp 

 
〒870－0907 大分市大津町２丁目１－４１ 

大分県総合社会福祉会館２階 

相談窓口 

おおいた ＮＰＯ 協働実践マニュアル 
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